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取扱注意

(机上配布資料 )

「東京電力に関する経営 口財務調査委員会」

今後のスケジュール (案 )

第 4回 :8月 18日 (木 )

論点 1:保有資産の洗い出しと売却資産の特定

第 5回 :8月 24日 (水 )

論点2:設備投資、資材・燃料・サービス調達等の検証と高

コス ト構造の改善策

(資金繰りについて)

第 6回 :9月  6日 (火 )

論点3:料金制度あるいはその運用の妥当性の検証と改善案

懇談会 :9月_ 8日 (木 )

DD中間報告

第 7回 :9月 12日 (月 )

論点4:卸市場の競争強化の必要性検証と改善案、スマー ト

メーター等への適切な投資の検証と改善案

論点 5:東京電力の長期的なあり方

懇談会 :9月 14日 (水 )

自由討議 (論点整理)

第 8回 :9月 20日 (火 )

東電最終 ヒアリング、報告書素案検討

第 9回 :9月 27日 (火 )

報告書案、討議とりまとめ

第 10回 :9月 28日 (水 )

報告書提出
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子会社・関連会社の峻別における主要論点整理

内閣官房

平成23年9月 6日       ｀`

東京電力経営・財務調査タスクフォース事務局



子会社・関連会社の峻別における主要論点 (まとめ)

対象事業 委員会指摘事項

東電との取引を前提に

した仕様の業務を有す

る子会社・関連会社の

売却方法について指摘

2.■■■事業

3.    業

4.

売却が困難な場合の

対処方針について指摘

いずれの会社も小規模ながら収益性が高くキヤッシユフローを生み出

しているため、売却価格が想定値を下回るなど売却が困難な場合は、

合理化を図っ

―

当該事業の子会社・関

連を存続させる必要性

について指摘

事務局意見

電気事業に必須な業務を東電本体に引き戻し、それ以外を売却

対象会社

1.本体機能の

補完事業

―ジ、競争優位性につ

いて指摘



1.本体機能の補完事業
電気事業との関わりがなく、外部市場において代替可能であるため売却対象としているところ、一部業務を東電との取弓|に

合わせた特別仕様にしている事業
⇒ 外部化した場合はより高いコス出 うおそれがあるため、東電が行う電気事業に必須な業務を東電本体に引き戻L_
それ以外を売却

主な業務/引戻し対象業務 引戻し対象業務の規模

【主な事業】
【引戻し対象業務】

型程重奮製
従業員数

型彙壷警
の売上高

型晨羹奮製
従業員数

型彙童誓
の売上高

【主な事業】
【引戻し対象業務】

対象業務の従業員

全従業員数

対象業務の売上高

全売上高



【事業概要】

【■■■事業を担う会社概要】 営業利益 事業地域分

(ク

゛
ルーフ

゜
持分 )

峻別方針案

事務局意見

いずれの会社も、小規模ながら収益性が高くキヤツシユフローを生み出しているため、売却価格が想定値を下回つたり共

同出資者との協議如何により売却が甲難な場合は、含埋16を凶つた工 じ4f靱



【事業内容】

【事業スキーム】

【当該会社の存続理由】



事業

【設立経緯】

【当該会社の存続理由】

【事業概要】

当該会社の存続理由】





別に係る東電と事務局の認識対比

純資産

【東電の主張】 【事務局の認識】
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料金制度あるいはその運用の妥当性の検証と改善策

内閣官房 東京電   鶴堰輪審数 クフォ_ス事務局
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2.検証の方向性

3。 現行の料金制度についての具体的検証

4。 現行の料金制度についての改善策



自由化料金の構造

現行の料金制度では、50万kW未満の小売及び託送が規制料金、50kW以上の小売が自由化料金となつている。

規制料金について、一般電気事業者は「電気供給約款」「託送供給約款」の策定が義務付けられている。約款の料金算定方

法は、省令により明示的に定められている。

■現行の料金理算理ぎ嘱論料金、日本の電気料金の≦

日本の電気料金の規制・自由化の状況

自由化部門

(50kW以上 )

電気供給約款※η

規制部門

{50kW未満)

小

売

託

送

税1機量藁華翼耶
'「

量11糧lf][1[1ま也 ■[[]:震量翼班票:][墓凛乱緻馳島:摯轟聰薫鷹醐I

原則自由※η

託送供給約款
flc**+e
Innrx+e

苗彙FM駐
^翠

義ヾ務付けられている。
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日本の電気料金の全体像②:規制料金の単価推移

＞

＞

＞

＞

規制料金単価は概ね横ばいもしくは緩やかな増加傾向にあるが、直近は燃料費上昇に伴い、料金は増加傾向にある。

物価変動を加味した東京電力の規制料金はさらに増加傾向(実質値上げ)となつている。
―

…
一 一 一 一

― =― ・ =壼・ ― ―
輩 ⌒ 畠 着 ur.l△ 「 斗 如 ム 、 ノ い て lデ lヽ ス初 1田 夏 馴 て ″‖い し J― 界 不 嘔 ノJVノ AJL叩りTTユ い し レ′:―‐H′′HI― r.Vヽ 一 =―

■ 標 準 豪 庭 の 電 気 料 d≧は細かく上下している。
燃料費は燃料費調整制度で調整されるため、燃料費調整が反映され

東京電力の平成23年度7月 の標準家庭の電気料金は、国内一般電気事業者内で中程度の水準である。

一

規制料金単価推移(燃料費込み)

一 北海道

― 東北

一 東京

一 中部

―■ 北陸

‐卜 関西

― 中国 ― 沖縄

一 四国

― 九州

(円 /kWh)

24

(円 /kWh)

8′500

8′000

7′500

7′000

6′500

6′000

標準家庭の電気料金推移 (月 次ベース)

―
平成10年 2月 改訂後  ・  平成18年4月 改訂後

―
平成12年10月 改訂後  El― 平成20年9月 改訂後

―
平成14年4月 改訂後  ― ― 平成23年サーチヤーシ

・
追加後

一←―平成16年 10月 改訂後

H23年 7月 の料金比較※1)

(単位:円 )

1.沖縄電力    7,6o7

2.中 国電力 6,998

3.四 国電力 6,761

4.中 部電力 6,689

6東京電力
H12  H13 H14  H15  H16 H17  H18  H19 H20  H21

東京電力の規制料金推移 (物価変動加味)

旧ハWり 二 魃 _麟
26

24

22

0

H12  H13  H14  H15  H16 H17  H18  H19 H20  H21

11

1 1

赫

 |

・   P~lb

L

trぽ
凛

/1.11‐
‐

1む    |ノr

〒

6.関西電力 6571

7.東北電力 6,504

8.北陸電力 6,496

9.北海道電力 6,410

10.九州電力 6,391

H12‐11劉 14Hl馴 16HlH18Hl鮒 20H21 H23  (適用期間)

※■各電力会社の標準家庭の料金単価。沖縄電力は従量電灯バ甲勲響型9翌14F'L螺軍螢解説甑鷺理留彗酬脇角

"異

霜亀境循豪曜異豪磨奮櫃謝ど詰竃

"笏

論輻
劣議舅酷t評歌諦鞘′暑L蓼醜璧書副貝踏 n/月 )。

上

― 消費者物価指数加味
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日本の電気料金の全体像③:電気料金及び電力の質の国際比較

な規制料金1諸国の中で高い水準となつている。>東 京電力の規制料

>先 進各国の電気料金と電気の品質 (停電時間、送配電ロス)を見ると、両者の間に強い相関関係は見られない。
‐

主要規制料金諸国(地域)の料金単価※1)比較

料金(USD/kWh)

0.25

0.20

0.15

0。05 。_し恐矛夢叫ィ列ァ

停電時間※a

停電時間(分/年 )

150 ]

100

フランヽ 識『撃型昇
ドイツ・ ■ 日本

●イタリア

0.2

送配電ロス※→

0.3産業用料金

(USD/kWh)※ 3)

口
　

く
　
　
　
¨

電
　
１
１
１
１
↓

送
　
８
　
　
　
６

0.10

１
１

１

１

１

１

上

①
　
坪勁
＼
　
ガ

Ｄ
　
　
　
ン

コス率　
ＯＥＣ　　　万

z,s H€ 71 2A ht)z #E 2:t'i> zfi >7 !: >t'>
-)

ス■日本
ドイツ

畿Ю蝶墓璽I覇1百i賛蟹i雪]:鸞I段

撃船予お灘ざ翻蹴反全暫鐵  嘩懇
I Administration、 Energy P面 Ces and Taxes Quarterly Statistics First QuarLer 2011,IEA Saustics

00   m   a2   03講鵬 鋤



規制小売料金の概要①:料金決定の3原則、認可・届出プロセス
6

ヽ 電気料金は、①原価主義の原則、②公正報酬の原則、③電気の使用者に対する公平の原則、の3原則に基づき決定される。
>規 制料金の改定に当たり、値上げの場合は経済産業大臣の認可、値下げの場合、その他の電気の使用者の利益を阻害す

るおそれがないと見込まれる場合は経済産業大臣への届出が必要。
》 料金改定後の料金単価が、改正を行わなかった場合に比べ下がつていれば、たとえ総原価が増えたとしても、届出のみで

料金改定が可能。
> 東京電力では平成10年の認可(値下げ)の料金改定以降、届出による値下げ改定しか行つていない。

規制料金 (′Jヽ 売、託送)の認可・届出プロセス 東京電力の料金改定の変遷

料金改定

料金改定を

行わなかった  料金改定後の

場合の単価    料金単価

燃料費調整額

/

値上

値下

|

前回料金

改定時

申請単価

(円 /kWh)

301

供給約款料金審査要領に基づき、適当な固定資産
(レートベース)の確定を行うとともに、資本費・修繕
費については実績値等に照らし適正性を監査する。

供給約款料金審査要領に基づき、一般電気事業者が

申請した原価等について、「料金が能率的な経営の
下における適正な原価に適正な利潤を加えたもので
あること」について審査 (査定)する。

原価の項目のうち、電源 (発電所など)、 電源以外(送

電線など)、 一般経費の3分野について、電力10社の

単価を水準と変化率の2つの方法で比べて、点数化。
合計点数が低い会社ほどより大きく減額査定される。

争 -0、

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

(年度)

同層まふ%  層説
●―Ha

｀
、■―o、 、

。 _く>一●―‐ ―O

東京電力については、直近の料金認可は値下げ届出制導入直前の平成10年の料金改定時であるが、実際の査定

においては、総原価の約4割を占める資本費について、0.1%の減額査定にとどまつていることからしても、個別に各

原価の適正性についてまで詳細な確認が行われてはいかつたのではないかと考えられる。

料金改定認可プロセス

標準処理期間 4か月

【審査の方法】

出典:東京電力社内資料、電気事業連合会
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規制小売料金の概要②:値下げ届出制導入の趣旨、原価算定期間に関する考え方

仕組みを導入するという方向で考えていくこととする。」

※総括原価主義に関する整理

「総括原価方式は、原価的裏付け|

ており、…社会的受容性は高い…1

入する。」

軍鷲1:∴婁蹴 』」券営義
の弓陪下げのタイミング、下げ幅

,尊重されることとなる。」

期ヾ待される。」

一電気事業審議会料金制度部会中間報告 (平成11年 1月 21日 )(抜粋)一

「電気料金規制は、…電気事業を巡る環境の変化等により見直される
一

 ― ^ …  ― 工・ ―
‐Lユー ‐ ― ユ ゛ L:1性 島 議 l.

il,g h\ b L) + {f r t $I: . . . . e lr * ++ ? 4 t P 
/r # g nr & tjg?$S

りま″・
"フ

ヽ′いl― ra―、 一―――  ―
ぁる。…原価主義を基礎

料金に反映される仕組みに変えていく必要がd
‐ ― ― ・―一 ¨ 一 =一 ″n」_L=■ 引日

“
へ 由 :口bLハ価工 l―^い ■`V…―…

;LI高 覇率化努力を促すような料金制度上の
としつつ、電気事業者σ       _..L" .

―電気事業審議会基本政策部会・料金制度部会合同小委員会報告

(最終とりまとめ)(平成11年 10月 20日 )(抜粋)一

湯罫躍欝異繁 :軍恭書幅聾動霧犠
定されてきた」

「しかしながら、オイルシヨク、為替変動相場制導入等経済社会環境の

型剛 議
懸〕t昇乱ぶ繁女置響冒胃智席薫基改定で各社と額年が採用されるこ
ととなつた」

「平成8年改定から、…「燃料費調整制度」が導入され…燃料費変動の

理由による常時1年設定の必要性はなくなつている」

「他方、…経営効率化計画…は各事業者が経営判断により自主的に策

定していることから、その目標・効果、期間及び進捗スケジユールは事

業者毎に異なつている。」

驚な説明がなされるのであれば料金

間について、引き上げ時に比べて、より柔軟な設定を認めるべきであ

る」

値下げ届出制は総括原価主義を基礎としつつ、電気事業者の自主的効率化努力を促すために導入された。

現行制度の下では、原価算定期間についてのルールはなく、各事業者が経営効率化計画等において適切に説明することを

一 一 一
L⌒ rr_着 占 Inttf斗 ■ を 鮎 ± ■ ■ 全 詩 中 f士 綺 ,生 年 ヽ現 行 制 反 CJJ Pじ :よ 、瀑 lШ 昇 た 期 l副 :L′ Vょ

環 i景電 万 あ 豫 iin晏E定期間は1年、他方、料金改定は約2年毎)

前提に柔軟な設定が認められている(現嗜.V~り フヽし:一 ｀′:~三
二ニニ三二ニユニユ_一――一――一―――一TTIIIT==「 TI:_

値下げ届出制導入の趣旨 原価算定期間に関する考え方



規制小売料金の概要③:料金算定プロセス(総括原価主義、燃調制度、太陽光付加金)

8

> 家庭などの規制部門の需要家に実際に適用される電気料金は、総原価を基に算定される料金 (基本料金+電力量料金)、

燃料費調整額及び太陽光発電促進付加金を合算したもの。
>基 本料金と電力量料金は、いわゆる「総括原価方式」により、「総原価」(=「適正費用」+「公正報酬」―「控除収益」)を算定

し、総原価と料金収入が一致するように、個別原価整理を経て定められている。
ヽ 燃料費調整制度は、料金改定時に想定された発電構成比の範囲で、燃料費(原油、LNG、 石炭)の変動を、毎月自動的に

調整し、料金に反映している。
>太 陽光発電促進付加金は、前年の余剰電力の買取費用実績を基に決定される、当年度の太陽光発電促進付加金単価に、

使用電力量を乗じて算定された額となつている。

規制料金の料金算定方法

従量制供給(一般家庭のケース)の場合

東京電力の総原価※1)

合計 5兆6401億 円

適正費用 (営業費) 5兆 3382億円

※平成20年料金改定時

公正報酬 (事業報酬) 3019億 円

(5 4%)   (7.8%)  (7 7%)

[燃料費調整制度]

燃料単価に応して

電気料金 = 基本料金+電力量料金 ＋
一　
＋

燃料費調整額

太陽光発電促進付加金

約6,000～

7,000円 /月

基本料金 :546円 (20A)、 819円 (30A)

電力量料金 :約21円 /kWh X 300kWh/月

/:

斎〒透議製墓F蒼般型懇.最莞書秀褒争量讐護畢塚』壇雷肇異盤 で得られる収益 努騰経奮
(ただし料金収入以外 )。

「
(‐要

~1丁

:「引■専E
:脇認 4金鶴 4露篤 電鮮

※1総原価の算定にあたっては、「将来の合理的な期間」(通常は1年間)を原価算定期間とし、原価算定期間における供給計画や経営効率化計画等を考慮した事業の合理的な将来予測を前提としている
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規制小売料金の概要④:個別原価算定プロセス

料金算定に当たつては、総原価を8部門に配分した後、送電等非関連コストと送電等関連コスト、固定費と可変費に整理した

上で、特定規模需要と低圧需要に配分し、小売料金と託送料金を算定。
― ‐  ‐

― ―    
一 '″

ヽ
― ―

′ ‐ ヽ ― ―占 、ヽ■可に″
「

:^「口̂―
轟轟発藤亀)と託送料金は同一の総原価から算定。

小売料金(規制部門・自     _____一 一一一一一一一―一

※平成20年改定時の東京電力申請数値
(単位:億 円)

(15,663)

小
売
料
金

（規
制
部
門

・
自
由
化
部
門
）
　

託
送
料
金

:に係る需要家費1,927億 円は含まない。

ごR:鶴 講 瓢 践窯ξ
電の引込線、計器、屋内配線の調査及び測趨

一
＞

（低
圧
需
要
一　

，
６８２

（特
定
規
模
需
要
）

一　（一̈
）

（固
定
費
）

連
コ
ス

，‐‐
ト

総非アンシラリ■

火力発電費 1総非アンシラリ‐

原子力発電費原子力発電費

(38,499)

保留原価(7,164億円)の配分は、表記を省絡。



規制小売料金の概要⑤:事業報酬の仕組み
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＞

＞

＞

＞

事業報酬は、事業資産の価値に報酬率を乗じたものである。
事業資産の価値とは、特定固定資産、建設中の資産、核燃料資産、特定投資および運転費等の合計額である。
報酬率は、自己資本報酬率と他人資本報酬率を3対7で加重平均したものである。
東京電力の事業報酬率及び事業報酬額は、料金改定毎に低下傾向にある。

事業報酬の算定方法 東京電力の事業報酬率 E額実績

事業報酬

事業資産
の価値

(レートベース)

特定固定資産(発電所、送電線等 )

建設中の資産(建設中の発電所等、50%相 当額を算入 )

核燃料資産(原子炉に配置される前の核燃料、再処理
関係核燃料等 )

特定投資(研究開発、資源開発等 )

運転費等

012年改定

014年改定

016年改定

018年改定

020年改定

×

報酬率

報酬率 =
[自 己資本比率 (30%)※ 1)X自 己資本報酬率 ]

+[他人資本比率(70%)X他人資本報酬率 ]

自己資本報酬率 :一般電気事業者を除いた全産業の自己資本利
益率の実績率に相当する率を上限とし、国債、地方債等公社債
の利回りの実績率を下限として算定した率。(現在、東電では、
上限値 XO.7により算出)

他人資本報酬率 :すべての一般電気事業者の有利子負債額の
実績額に係る利子率の実績率を加重平均して算定した率

※1:平成8年の料金改定において、類似の公益事業(鉄道、航空、電気通信、ガス等)を参考にして30%とされた。
出典:東京電力社内資料等

(単位:億円)

自己資本報酬率 他人資本報酬率 事業報酬率 事業報酬額

3.56% 3.86% , 3.8% 4,439

3.43% 3.60% 3.5% 3,851

4.27% 2.76% 3.2% 3,313

4.71% 2.54% 3.2% 3,356

5.42% 1.93% 3.0% 3,020
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規制小売料金の概三

燃料費調整制度

.              ※定額制供給は除く

制Hl■
亀19言

均
崎
料価格k■斌評 ⑮ 漏『

原燃

整制度の仕組み

・
l

40′ 000

20,000

0

東京電力の燃調単価変動実績

原油換算燃料価格{円 /鳳 )

一―基準平均燃料価格

――実績平均燃料価格

60′0001H12.10.1改定:   H16.10.1改定

H20.9.1改定

原燃料費調整

H14.4.1 &f

i-r r-r r ll-T-rT-rrrrrrFrr-1
H12 H13 H14 H15 H16  H17  H18  H19  H20  H21   H22

c=ltあたりの平均石炭価格)

(α =0.2782、 β=0.3996、 γ=0.2239,平成20年料金改定時)

豊置重響斑彗ヒ猥鷺瀾翫端雛棚彗価糞1曇婆選ぶ3重菅漂雪覇菅雰聾野誓

露  纏祓嘔踏服審暫霧鰍∬鍋脚語螂晩E型断羅楷享

D料金に毎月反映される仕組となつている。(以前は、2四半期

]r型 LI=食 ゝ zぁ nl筵 ⌒ 赤 勧 /_tr士 層 陣 六わ。た Lヽ ^基 準 十 羽 聡 不+llIIIT8′
・`・い 、百 ぶ 何 V′ T「J′ ｀四 ■い~′ :・ ―==― ｀一~~~

基準平均燃料価格は申請時の原油、LNG、 石炭の燃料費の範囲内で決定され、それ以後の変動分は反映されない。
_                                                                                   

・
‐

… …
中

… … … …
¨

…
中 ―

… … … … … … … …
中

… … … … … … … … …
口

①料金改露薯ξ庁暫:葛撃繁淑雪雪理事I[鷲尋電塁質象轟鴨格を基に算定

格の変動額を算定

一料金適用の5月 前から3月前までの通関統計による平均燃料価格を算出し、基準

平均燃料価格ふLの変動年を算定

郡

③変動額と基準単価から燃料費調整単価を算定 基準燃料価格(原油換算1‖あたり)=AX α+BXβ +CXγ

(A=1‖あたりの平均原油価格、B=ltあたりの平均LNG価格

出典:東京電力社内資料等



託送料金の概要 :託送料金制度の仕組み
12

>託送供給には、特定規模電気事業者(PPS)及び東電以外の一般電気事業者が、東電の電カネットワークを介して、発電、
調達された電気を需要家に届ける接続供給と、会社間連系点まで届ける振替供給がある。

>託送料金は、規制小売料金と同様のプロセスを経て算定され、その種類としては主に基準託送供給料金と負荷変動対応電
気料金とがある。

託送供給とは

東電の供給区域

発電場所
(発電者)

他電力の供給区域

酪         ´
´

一

＼

東電の供給区域

洟凩鋏ム

託送料金とは

託送料金には、主に以下の2つの料金が存在する。
・ 基準託送供給料金 :送電契約電力量に対して適用される料金

(基本料金、従量料金)

0負荷変動対応電気料金 :契約電力量の対する不足分電力量に

対して適用される料金
一変動範囲内電気料金(送電契約電力の3%以内に相当する

不足分電力量に適用される料金)

一変動範囲外電気料金(送電契約電力の3%以内に収まらな

かつた不足分電力量に適用される料金)

契約電力量±3%

ヽ

振替‐供給(他電力)素
|

連

東電の供給区域

1

需要場所
(需要者)

発電場所
(発電者)

|   | :変動範囲内電気料金

|   | :変動範囲外電気料金

｀
託送電力量 (実績 )

振替供給 (他電力)

ネットワーク ノ

発電場所
(発電者)

靡 1
時間
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自由化料金の概要 :東京電力の料金メニュー

に基づき需要家と交渉し契約することとなつている。

、顧客層等

東京電力の料金メニュー (※ 1)

料
金

1脅胤宇

季

季

夏

他

一
４７

季

季

夏

他

備考 :汚遥峯F彫:ι翌o/30
:席超峯1彫 :L翌 6′ 30

料

金
1調景品書

ｗ
０７

子
華

２
他

備考

話藤」′性翌ϋ



①

②

①

　

②

2。 検証の方向性

【検証1】適正な原価の検証

現行の値下げ届出制の下
で、規制料金の原価は
「適正な原価」となってい
るか

電気事業を営む上で真に
必要な費用だけが営業費|

に織込まれているか

【検証2】適正な利潤の検証

レートベースの対象資産
の算出は適切か

事業報酬率は適正か

【検証3】適正な料金の検証

① 基本料金、従量料金
の設定が適切か

② 第二者による規制料
金の妥当性評価は適
切に行われているか

営業費 53,382億 円

(適正費用 )

燃料費
20,037億円

減価償却費
6,999億円

その他費用
17,593億 円

14

(原価算定期間)平成20年 4月 1日 ～平成21年 3月 31日

事業報酬 3,019億 円

(適正利潤 )

事業報酬率3%
(自 己資本報酬率5.42%)

(他人資本報酬率193%)

レ+へ
・―ス 100,650億円

54,161億円

個別原価計算

(部門別計算⇒送電関連費・非関連費整理⇒固定費・可変費・需要家費整理⇒需要別整理)

固定費合計24,599億円      :   可変費合計27,548億円
需要家費
2.014億 円

低圧需要 25,119億円 特定規模需要 29,042億円

Ｊ
ゝ

ｌ

ノ

規制料金原価 単価22.90円 /kwh
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< El )R>

1。 現行の (規制料金、自由化料金)について

2.検証の方向性

B)適正な利潤の検証

c)適正な料金の検証

4.現行の料金制度についての改善策



3-A.適正な原価の検証 :

届出時と実績の料金原価の乖離(固定費)①
■F:■ ■

=■
■ ‐|´ ‐

16

規制料金の原価として織り込まれている固定費を見ると、届出時の原価は一貫して低下しているが、実績との比較では料

金原価を比較すると、概ね、実績の方が低い水準にあり、乖離が見られる。特に、料金改定後、2年 目の乖離幅は大きくな

る傾向にあり、最大で約10%の乖離が生じている。

結果的に、実際に適用された規制料金の原価のうち、固定費として織り込まれた原価は、平成20年度、21年度を除き、

「適正な原価」よりも「過大な原価」となつていたと考えられる。

届出時と実績の料金原価の乖離 (固定費 )

料

15.00

14.00

13.00

料金原価
(円/KWh)

12.00

11.00

0

-0.13%=■ …………葛ご一 ~~‐

「1三年改
=| …%ギ  |

~~L=2「
勇%ξ2

14年改定   当

=-5.08%

-5。75%=下 II星〕I
:

l

― ― 一 ― ―A― ~~~… …
1

⌒    ・

前 回

16年改 定  当

~当
‐9。95%=

く対 前 回届出 )

18年改定
;6V/●=● ――・

120年 改 定

=‐■0.84%
く対前口届出)

=-4.52%
(対前回届出)

平成18年 下 平成19年 T平 成20軍可 平三翌笠J平 盛翌
年

平成12年 平成13年 平成 14年 1平成 15年 +Fh6+ | FntnF
13.24 11.80

― 届出時の料金原価 15.55 14.76 13.86

11.92 1■.85, ■2.09 1■.52

■ 実績の料金原価 15.19 t4.74 lrg.zolra.ozl12'63 12.51

※東京電力提出資料より事務局試算



語離 (固定費)②

17

曇製世穆程曇堰虫新修蹴 甚駐利翼畢晃!F=箪L雇程聴縄埜書島県       瑶慧零詮だ箸19:奈葛↑
・  

一 一 ― ⌒ 工 =―・
 -1ヽ 2

その乖離額は常に乖離額の大きい3項目の中に入つている。

固定費の届出時の料金原価と実績の料金原価の乖離は、直近10年間の累計で5624億円。

(単位 :百万円 )

▲ 35927退職給与金 ▲ 357531減価償却費  3,412修経費
▲2お 7曜隻

購入送

▲ 7.39J厚生■    1.4631退 職給与金

▲型8憔縫
購入電 費

　

　

金与

441

3641修繕費

1財務費用

▲愴"1鍋蓼)

6.1811退職給与金

eo4iFtf l務費用
(社債・新株
発行関連費)

共有設備費
等分担額

1

※東京電力提出資料より事務局試算

(単位 :百万円)



3-A.適正な原価の検証 :

_届出時と実績の料金原価の乖離(可変費(燃料費+購入電力費等以外))①
18

/規 制料金の原価として織り込まれている燃料費及び購入電力費等以外の可変費についても、概ね、実績の料金原価の方
が届出時の料金原価よりも低い水準にあり、乖離が見られる。ただし、原発が地震やトラブル等により停止した平成14、 15

年、20年は実績の料金原価の方が高い水準となつている。
/燃 料費以外の可変費として織り込まれた原価については、平成14年、20年料金改定時の適用料金を除き、「適正な原価」

よりも「過大な原価」となっていたと考えられる。

届出時と実績の料金原価の乖離 (可変費 (燃料費以外))

=‐ 0。21%
〈対前日届出)

=-15.93%
(対前回届出)

-1.28%=:■
: +フ.82%=

‐3.69%=奮
+4:14%=6-----+

料金原価

(円/KWh)

12年改定

曖23%=≒
.悪

「

5慄l

平成12年 平面:ギT赫 丁ギ蔑1孫可 輌義16イ 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

― 届出時の料金原価 1.301.39 1.30 1.35 1.13

■ 実績の料金原価 1.38 1.25 1.40 1.35 1.18 1.11 1.16 1.06 1.08



_島墓基墨聾墨雪型量理髪暴ど`:署轟(可変費(燃料費+購入電力費等以外))②
19

脚 鷹 霜 滉曇嵩摩嘗 蹄 譜
年、実績値の料金原価が届出時の料金原価を下回つている。

固定費の届出時の料金原価と実績の料金原価の乖離は、直近10年間の累計で561億円。

【届出時と実績の料金原
一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

==―

‐ ‐ ‐

=菖

b費 等 以 外 の
可

変
費 )】

の乖離の              _
(単位 :百万円 )

金

当

　

　

与

手 4,2431修 経費

費

1

▲ 106861給 料手当 4,8001修繕費▲曖
"6硬

勤処理
|

ili[I]当

a r.eo4 ffixq+E 3,3581修繕費

物処理

資産除

▲ 1.02引事業税 2,1201消耗品費

▲ 5521委 託費
及開発関
費

2.1561璧
棄物処理

^ 
1r.3661t*#

廃棄物処理

費

a 5.sr0 f€*l+E 2,4221$ld}a.

9131逼続

a I l.srsliFtli 2,264修 繕費 ▲器3凄勤哩

613修絡費

1091消耗品費 ▲ 651

▲
“
田嚢

勤醒

引麟鶴金
:,9601託送料

150J消耗品費 ▲
"‖藻曇

麟関
▲ 7161退 職給与金

2]28 E*r1

事業税

▲ぃ2堪嘱
開撃

▲田際曇
麟関

z塑膿緩

1

1,8091消耗品費

誕轟薩頂墓百雨憂轟誦蔽蔦蘇而蘇薩漂否薦天罰所肇≧J盗墜2亘査費)額累計】
【届出時と実績の料金原価の乖離(燃料費及び購入電力費等以

(単位 :百 万円 )

56.157

※東京電力提出資料より事務局試算



3-A.適正な原価の検証 :

届出時と実績の料金原価の乖離(固定費+可変費(燃料費+購入電力費等以外))①
20

規制料金の原価として織り込まれている固定費と、燃料費及び購入電力費等以外の可変費を合算すると、固定費の占め
る割合が大きいため、届出時と実績の料金原価の乖離は、固定費の乖離と同様の傾向となる。

結果的に、固定費並びに燃料費及び購入電力費等以外の可変費として織り込まれた原価は、平成20年度、21年度を除き、
「適正な原価」よりも「過大な原価」となつていたと考えられる。

届出時と実績の料金原価の乖離 (固定費+可変費(燃料費以外))
18.00

17.00

16.00

15.00

補 m)聾
∞

13.00

12.00

12年改 定 14年改 定 16年改 定 18年改 定

i(対 前回届出)  (対 前回届出)

:

(対前回届出)

0
平成 12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

― 届出時の料金原価 16.94 16.06 15.16 14.59 12.94

■ 実績の料金原価 16.57 15.99 15.16 14.42 13.84 13.69 13.03 13.00 13.15 12.60

※東京電力提出資料より事務局試算



_菫理島遅,(製』餃妻蒙請琴華轟 (固定費+可変費 (燃料費+購入電力費等以外))②
21

規制料金の原価として織り込まれている固定費並びに燃料費及び購入電力費等以外の可変費のいずれにおいても、届

出時の料金原価と実績の料金原価に乖離が生じる要因は修繕費である。修繕費は、直近10年間では、毎年、実績値の料
‐ 一  ‐

… ― A工
“

一 ⌒ 日 ± 1‐ 生 _手 _需 計 4nな さ 生 ハ 存 由 ん 隆 I+lギ 堂 I「 屁 中 は

金原価が届出時の料金原価を下回つており、企業年金制度の見直しを行つた平成19年度等の年度を除けば、常に届出時

固定費並了警燃韓讐霞lボ購負電力費等以外の可変費の届出時の料金原価と実績の料金原1面 の乖離は、直近10年間の

累計で6186億円。

一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

∵

=「 =====三

軍 菖 菖

=T本 料 費
以

外 の 可

‐

変 費 )

【届出時と莫覆あ再蚕原面あ票証あ主要項目内訳 (固定費十僣 (単位 :百万円)

退職給与金

当

14,8301ウ ト1薔ヨt ▲438311退職給与金  36,5511修繕責

獅司昇曇
難除

研究費

費

棄物処理
I t.778 Ffll

手 当 退職給与金

業税 1,214修 繕貴 ▲ 26:691事業税 1.8551退職給与金

固定資産除

卿囲員
鮭除

廃棄物処理

費

電源開発促

進税

普及関係開
発費

918修繕費

8

▲ 70,6041退職給与金 t 7.960ilFtl I ▲ 318591退職給与金 15,8961修繕費 ▲ 30428委託費 4,1961減価償却費

事業税 2431修 繕費

有設備分 1381減 価償却費
担額

使用料
費

99J修繕費
|

▲298271諸費 17.2681委託費 ▲3.2801諸費

委託費 a r3,7261*g*++E
定資産除
費

▲ 3,2231給料手当

に
"1昂憂

資齢
^ 

4,8721#n

▲39771萱 1関
係開

4,1361修経費

退職給与金

(単位 :百万円 )

平 成 17年 平成 18年 平 成 19年 平成20年 平成 21年 平成22年 合 計

年 度 平成13年 平成 14年 平成 15年 平成 16年
138,620 95.356 167,409 A7,413 ▲ 23,674 36,972 618.628

利益留保毎 37,290 6.947 89,557 77.563

※東京電力提出資料より事務局試算



3-A.適正な原価の検証 :´
届出 の乖離 (修繕費)

22
績の料金

規制料金の原価として織り込まれている修繕費について、届出時の料金原価と実績の料金原価を比較すると、料金改定
を行つた年度 (原価算定期間)において、既に約10%程度の乖離が生じていることから、(詳細はさらなる検証が必要であ
るが)この乖離は経営効率化努力によるものというよりも、そもそも届出時の料金原価が「適正な原価」ではなかつたことに
よるものと強く推察される。

平成16年、18年改定において、届出時の原価が直前の年度の実績よりも過大な原価となつていることから、(料金原価は
フオワードルッキングで算定するものの、)この点からも届出時の料金原価は「適正な原価」ではなかつたことが推察される。

届出時と実績の料金原価の乖離(修繕費)

回

〓・２．
８９％ 回

抑一‐
‐
ド

:

:

:

:

料金原価
(円/KWh)

=‐
11.01%



3-A3適正な原価 の検 証
韮(可変費(燃料費))①

l・
―

:

23

酬   鞘F薬編錦舗鷲慰裸鮒冨雰鷲諄蠣緊恙
分を鰈すると、直凛0年では、5年

一 ―  ―ヽ・ ・ 。
一 ・・ ・ , 一 ― ― [― ‐ =ヽヽ ― ′工  由 雄 ⌒ ■IJ A lttfE′へ 士

― ′壼 ,‐ ιル 4・■ i 二 ■卜:、 LJL与 こ あ ス

停止等の発電構成に大きな影響を与える場合には、「適正な原価」を維持しえないと考えられる。

料金原価

(円/KWh)

9.∞

8.00

7.∞

6.∞

5.∞

4.∞

3.∞

2.∞

届出鵬

∃   14年
改 定

(対前回届出)

葛高高罵丁 轟高張♂

|と実績

巨
(

票発全号機 `

Ю
平成12年

葛再轟面再再 成16年 平成17年 丁平成18年 丁 平成19年 T平成20年 上 平成21年⊥
平成22年

3.64 6.93

_融 帥 齢 鰤 2.59 2.43 2.63

3.82 4.14 7.96 5.11 5.25
2.91 2.43 2.60 2.68

6.06 7.37 4.36 5_17
2.48   1    2.86 3.38 2.94 3.70 3.80

■ 実績の料金原価

※東京電力提出資料より事務局試算



(参考)3-A。適正な原価の検言ェ:

届出時と実績の料金原価の乖離(可変費(燃料費))②
■171■ ':■   ・

24

/、 燃料費調整制度に基づき、燃料価格の変動が調整されるのは、あくまで料金改定時の発電構成比の範囲内。
/燃 料費調整制度は、過去3ヶ月分の平均燃料価格が2ヶ月後の料金に毎月反映される仕組みなので、年度収支との関係

では期ズレを生じさせている。

発電構成比の の 燃料費調整制度における期ズレ

》 料金改定時に以下を算定し、その後、これらの数値を
基に燃料費調整額が決定される

1基準燃料価格(原油換算 1‖あたり)=AXα +BXβ +CXγ

※A=1‖あたりの平均原油価格、B=ltあたりの平均LNG価格
C=ltあたりの平均石炭価格

※α、β、γ:換算係数=原価算定期間における各燃料の発熱
量の割合 X各燃料を発熱量ベースで
原油換算した場合の量(kg/2)

料金改定時の想定発電構成比が加味される

1基準調整単価 =原価算定期間における販売電力量あたりの |
原油換算消費量に基づき算定した平均燃料 |
価格1000円 /k2変動あたりの単価     |

料金改定時の各燃料の想定発電量が加味
される

料費調整制度における期ズレ

―
上
Ｌ
！
―

・―一

平成22年度の実績の燃料費用平成21年度中の燃料費調整が

の燃料費調整が反映されない

(=期ズレ)



語轟 (可変費(燃料費+購入電力費等))③

25

片製監厠
費が燃料費調整制度の対象ではなく、そ

責の料金原価が届出時の料金原価より

低い水準にある年度は、その乖離幅が縮小する。

なお、地震等により原発が停止した年度においては、原発停止によリバックエンド費用が想定より少なくなることから、その
―  ・ ‐ ^一 ― ・ ・・  ‐S― ・ -1さ '」

― フ L~二
'あ

2′ひ」0、 ルし風マ1しい′′“▼U～
=ロ ーー……

環価に比べ押し下げドられると考えられる。
分は実績の料金原価が届出時の料金I

届出時と実績の料金原価の乖離(燃料費)

10.00

9.∞

8:∞

7.∞

6.00

5.∞

4.∞

3.∞

Ю

(対前回届出)

=+3.12%

+O.}OYo=f&

',to.egy"=

料金原価

(円 /KWh)

*fr.tzF | +rtrsf

― 届出時の料金原価

14年改定12年改定

・原発全号機停止

二

―■

(柏崎刈羽原発停止

而 出時の料金原価 (燃調反映)|

3.65

平成14年 平薇西西≡

「
平成18年 1平成19年 1平成20年



3-A.適正な原価の検証 :

届出時と実績の料金原価の乖離(可変費(燃料費+購入電力費等))④
26

規制料金の原価として織り込まれている燃料費については、地震やトラブル等により原発が停止し、発電構成比が大きく
変わった場合や世界的に燃料価格が乱高下した場合には届出時の料金原価と実績の料金原価に大きな乖離が生じる(平

成15、 19、 21、 22年 )。 購入電力費等についても同様のことが指摘ができるが、燃料費については、燃料費調整制度によつ
て料金改定時の発電構成の範囲内の限りでは調整がされるため、実際の乖離幅が縮小される一方、購入電力費のうち地
帯間購入電源費については、燃料費調整制度の対象ではないため、乖離幅が縮小することはないと考えられる。

燃料費及び購入電力料等の届出時の料金原価と実績の料金原価の乖離 (燃料費調整後)は、直近10年間の累計で
▲3710億円。

【届出時と実績の料金原価の乖離の主要項目内訳(燃料費)】 (単位 :百万円 )

用済燃料    |
処理等発  61,0351燃料費 ▲ 11012燃 料費

子力発電
設解体費

用済燃料

篭富冒臥 引尾璽潔漂冒 ▲3.143笙生購入電  1

▲441陛語雲
臥

用済燃料
処理等発

j

if*+1i

岬
4見璽農漂憂

12553選電製
臥

| ~~~

▲ 1,279燃 料費

▲261■■購入電 独司選薯冥
購入

既発電費

特定放射性
廃棄物処理
費

済燃料
理等

引指装
購入電

金機 製 塗

入電

(単位 :百万円)

=≧
麹 主要項L

I          I特 定放射性
▲ 10:11燃 料費    34507廃妻物処分 ▲ 141再処理等

用済燃料

費

曇 旦

59941燃料費

1使用済燃料
▲ 292410再処理等 63241燃料 費

既発電費

済燃料
発

費

原子力発電
施設解体費

地帯間購入
費

▲21指装
購入電 卿

地帯間購入
▲ 631再 処理等   5,6

【届出時と実績の料金原価の乖離(可変費(燃料費+購入電力費等)額累計】

使用済燃料

年 度 平 成 13年 平成 14年 平 成 15年 平 成 16年 平 成 17年 平成 18年 平 成 19年 平成 20年 平 成 21年 平 成 22年 合 計
利 哺串留 イ果羅 ▲ 27.645 ▲ 29.744 ▲ 56.235 ▲ 24.127 ▲ 50.757 ▲ 11,505 ▲ 257,947 14,014 75,177 ▲ 2.314 ▲ 371,083

※東京電力提出資料より事務局試算



象(全体)

27

規制料金の原価全体としてみると、固定費の乖離が全体的に大きく影響しており、原発の停止により、燃料費が増加した

平成14年、平成19年を除き、結果的に、概ね、実績の料金原価の方が届出時の料金原価より低い水準となつている。
一   ― 一 ―・

一
  ― ・  

― 一 …― … “
純 LL● J」巨 :、 lJ⌒ 冒 ワホ 珪彗 ム ヾ

「
1吉 TEチ F店 儒 :卜 Ll「 :呂 → r:

ぎ 、魏躍ぽ篇膨聾:襲鶏酬射麿
合には損失を生じる構造となつている。

1料金は「適正な原価」に基づく料金であるとは評価しがたいと

考えられる。

23.00

2200

21.00

料金原価

(円/KWh)

20.00

19.00

1800

____ 届出時と実績の料金原価の

コ  11軍
キ改定 |_     _I

(対前回届出)      (対
'回

届出)

~ -0.4b%=白

◆
一 ― ~~‥ ~~~~― -1

:

_一 一 観 特 車
舎

―
― ― ― ―

:

l

妊告聖監
‐4.0

=+1.69%
(対前回届出)

0… … … … … … … … … … …

1

l

瞥 ↑

― ― ― ― ― ― … … … … …
1_1

17.00
軍虚1,年 1平成13年 1平成14年「 平成15年

「

平成16年 平成17年 平成18年 平成19年
「

平成20年 平成21年 平成22年

属出時の総合単価 20.59             1   19・ 82 1910 1943 21.30

19.60 19.61 19,93 22.33 19.48

夕 届出時の総合原価 (燃調反映)

■ 実績の総合原価

19.15

18.64 18.75 18.82 20,70  1   22.27 18.99 19.30

※東京電力提出資料より事務局試算



3-A.適正な原価の検証 :

原価に含めるべき費用の峻別
28

料金の算定に際しては、一般電気事業供給約款料金算定規則第2条において「電気事業を運営するにあたつて必要である

と見込まれる原価に利潤を加えて得た額を算定しなければならない」とあり、原価の算定にあたつては、効率化努力を織り込
み経済的合理性に徹した原価を算入するものとされている。
原価を構成する営業費に算入される費用の詳細については現在検証中。



3-A.適正な原価の検証 :

コスト削減施策による料金値下げ効果
29

コスト削減施策については、前回の委員会で提示したものを含めて、現在検証中。

ただし、コスト削減施策は、今後の10年間の事業計画を念頭に検証していることから、上記を踏まえた料金値下げ効果は、
_  .― ,■ ― L I― -3嶋 =1-― ・ ―ヽ `4 

コ 1土盤 喜 詮 難 ヽに に し 、」
^「

ロリrJpAガLハ :い ヽ ′医 V― V:… ―

碩 孫 調 悪 iltL十 げ 額 に つ )いては、引き続き検証)

概ね、中長期に生じ【≦るものと考えられる。(

東京電力の原価算定期間

料金改定

原価算定期間

平成12年 10月 1日

平成12年度下半期

平成13年度上半期

平成14年4月 1日

平成14年度

コスト削減効果

平成16年 10月 1日

平成16年度下半期

平成17年度上半期

平成18年4月 1日

平成18年度

平成20年9月・1日

平成20年度

コスト削減施策による料金値下げ効果

検証中のコス

・
寸 鵡 囃 員給与の減額

一人員整理
・不

F馨、
な
諸翼出潔製の金廃

―設備投資肖J減による除却

費減
―設備投資削減による償却

費費減
。単価削減

―競争入札の拡大等による

発注方法の見直し

一代理店等の重層的な取引

構造の見直し
―仕様ノ設計方法の標準化

―他社電源購入の見直し

―燃料費の中長期的な削減
_システム委託等の中止

億円

60000

２２

・
■
■
籠
一

火カ

チ|]竃
カ

変電

配電
＼販売

一般管理

保留原価

一 料金改定時

規制料金単価

―薔一想定規制料金単価

一▲―想定規制料金単価

卜
後

ス
減

コ
削

卜
前

ス
減

コ
削

(コ スト削減後)

H12   H14   H16   H18   H20   H22   H24   H26 {生 F層電)



30

<E )R>

1。 現行の (規制料金、自由化料金)について

2。 検証の方向性

3.現行の料金制度についての具体的検証
A)適正な原価の検証

C)適正な料金の検証

4.現行の料金制度についての改善策



3-B.適正な利潤の検証
事業報酬額の推移

31

＞

＞

＞

＞

事業報酬は、平成12年度以降下降傾向にあり、支払利息と配当金の合計額も同様に下降傾向にある。

支払利息と配当金の合計額は、料金改定時に想定した事業報酬を下回る傾向にある。

特に、届出時の自己資本報酬分の事業報酬額と配当金実績の乖離が、大きくなつている。

支払利息と配当金の合計額と、料金改定時に想定した事業報酬額の乖離は平成12年度から22年度の11年間累計で9,831

億円となつている:

億円

5′ 000 ①
４′５８５

■1他人資本報酬 ■1支払利息

爾目自己資本報酬 ■1配当金~↓

⊂D
3′ 858   3′ 851

~9~中

2′ 374   2,347

H16    H17 H18 H19



3-B.適正な利潤の検証 :

レートベースの対象となる資産の適正性の確認

32

レートベースは、平成12年度をピークにその後は下降傾向にある。

資産の内訳としては、電気事業固定資産がその半分以上を占める。ただし、近年その額は減少傾向にあり、他方その他回

定資産が増加傾向にある。
― ‐― 一

 
一

・ …
 

一
 ′ ・ 一

わ
一

′ ゛ 本 ― LJ一 ´
=、

フ L tt「 ふ 2

レートベースの対象となる資産には休止火力等、必ずしも電力供給に貢献していない資産が含まれていると見られる。

リヒ円 11.7

10.6
15

レートベースの対象となる資産

10.5
・
４

３

５

０

４

０

・０

０
．

０
．

０
．

０
．

０
．

・
０

１

４

０

４

０
‐

１．

・０
．

０
．

０
．

０
．

０
．

具体例

発電所等    ※火力発電所の稼働率等の詳細については次ページ

・ 長期計画停止電源含む
。例 :横須賀5号機、6号機

一体止火力1機あたり簿価※a:12億円、修繕費※め:2億円、再稼動

費用:200億円、再稼動に必要な期間:2年以上

送電網

変電所

配電網

建設中の発電所、送電網等(建設仮勘定の1/2が対象)

・ 例 :西上武送電線

配置される前の核燃料
再処理関係核燃料

研究開発、資源開発

営業費1.5カ 月分

繰延償却資産

目的を特定しない任意積立金

0.2

0.1

0.5

0.0

硼
′０・。「ヽ
・０．２-0.4

H12

-0.5

H14

-0.3    -0.3

H16   H■8   H20

1建設中01資産

糞鐸蔑易掌震日羅髪薔実勢隻建購轟 雪森塞獄翼翻靡躊撼譜感蹂:離署贋留!由翼霜昌事gL暫薄彗髯
側 6`号機231ER。 聯麟酬は、■6鞘 2tlこ帥4年度。

1



(参考)3-B.適正な利潤の検証 :

レートベースの対象となる資産の適正性の確認

33

広野

石油・石炭

1980

31

南横浜

LNG

姉崎

LNG・ 石油等

袖ケ浦

LNG

東扇島

LNG

横浜

LNG・ 石油

五井

LNG 『ュ２０。３一８

鵬
鵬一２００８一３

毒
鵬

露
鵬
一‐９８６
一２５

品川

都市ガス

2003
1964 1971 1971

47 40 40

1970 1967

41 44

1974 i987 1963 1964

37 24 48 47 8

単位 横須賀

石油

大井

石油

鹿島

石油

設立年

経過年数



3,B.適正な利潤の検証 :

事業報酬率の適正性の確認
34

:割には満たない状況が続いている。
自己資本割合は、過去1～ 2割を占める水準で推移しており、制度が想定している(

東京電力の届け出時の自己資本報酬率は、平成12から18年度まではROE実績を下回つており、一方近年は自己資本報酬

率が単体ROE実績を上回つている。

実績の有利子負債利子率は、他人資本報酬率より低い水準が継続しており、より低い利率での資金調達が実現されている。

自己資本 :他人資本の比率 自己資本報酬率と単体ROE実績 他人資本報酬率と有利子負債利子率実績

総額 (兆円)%

13 13 13 13 13 14

%4

3

2

1

0

(%)

100

60

40

20

0

・３甲・４・４

_1。。f            ~日
H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22

-●一 自己資本報酬率(届 出時)一 ――上限値※⇒

他人資
―

ROE実績 (単体 )
― ― ― 下 限 値

Xl)

一●一 他人資本報酬率(届 出時)

一 有利子負債利子率実績 (単体)

H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22

H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22

※1上限値は全産業の自己資本利益率の実績率。下限値は、国債、地方債等公社債の利回りの実績率。ただし、下限値が上限値を上回る場合には、下限値を上限値とする。
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< El )R>

1.現行の(規制料金、自由化料金)について

2。 検証の方向性

3。 現行の料金制度についての具体的検証

A)適正な原価の検証

B)適正な利潤の検証

4.現行の料金制度についての改善策



3-Ce適正な料金の検証 :

基本料金、従量料金の適正性の確認
36

規制料金の原価は固定費と可変費に分かれるため、適正な料金構造 (体系)としては、固定費の原価分を基本料金と、可

変費の原価分を従量料金として設定した料金を考えることができる。

実際の適用料金が上記のように設定されていない場合、実際の需要量に応じて、超過利潤が生じるか、または損失が発
生することとなる。特に、実際の適用料金 (基本料金+従量料金)が本来基本料金として設定すべき料金を下回つた場合
には、適用料金によって固定費の回収ができないことになる。
東京電力の実際の基本料金の料金収入と、基本料金、従量料金を固定費と変動費に合わせて設定した場合 (※ )の基本

料金 (固定費部分)の想定料金収入を比べると、直近10年間では、実績額は累計11兆 73121億円少ないこととなる。

実際の従量料金の料金収入と、上記の場合 (※ )の従量料金 (可変費部分)の想定料金収入の比較については、別途検証

中であるが、実績販売電力量が想定販売電力よりも多いことを考えると、直近10年間では、実績額と想定額の乖離額は基

本料金の乖離額と同程度以上のものであると考えられる。

の 入 と に合|わせ.た想‐ 金収入の差】【適正な料金の在り方(基本的な考え方

'】
料
金
収
入
（原
価
）

固定費の回収不能

実際の適用

基本料金

【ケースB】

実際の需要量

(想定より小 )

年度

総原価固定費
(事業報酬込)

【届出値】注

基本料金
【実績値】

差額

想定販売電力量
(kwh)

電灯・低圧

実績販売電力量
(kwh)

電灯・低圧

差額

① ② ③(②―①) ④ ⑤ ⑥(⑤一④)

平成13年度 1,786.283 408887 ▲ 1,377,39〔 100,249 99,984 ▲ 265

平成14年 度 :,681,626 415,993 ▲ 1265.63〔 103.536 3,585

平成15年度 1・681.626 421,100 ▲ 126052( 99,962

平成16年度 1,636.23( 425490 ▲ 1,210,74C 104.545 100,534 1,989

平成17年 度 1,636,23( 430.359 ▲ 1,205,871 104.545 4,095

平成18年度 1,612,696 439,543 ▲ 1.173,15〔 105,78〔 ▲ 1.147

平成19年 度 1.612,696 443.614 ▲ 1,169,082 :06,935 3,425

平成20年度 1,469,129 ▲ 1.023.10C 109.683 ▲ 1,752

平成21年度 1,469,129 445.691 ▲ 1.023438 109,683 107.44( ▲ 2,237

平成22年度 1,469,129 445,932 ▲ 1,023,197 109,683 115,56〔

合計 16.054,774 4,322,638 ▲ 11,732,136 1052.160 lp65,744 13,584

で し



3,C.適正な料金の検証 :

「第二者による規制料金の妥当性評価の検証

37

＞

　

＞

＞

rEaHA.F#A*orttnr.,ffif,fifrffi *Lr:+t\. ltr*Ao H i frA+Ct 6-fi' ffiStt'}sio#g*nr^
#5 i-x* a *a'sli= ttxa ; e a fi brlf 6/: eb l :ft tl E
電気情報公開ガイドラインに基づく、東京電力の情報開示の状況は十分であるとは評価しがたい。

電気情報公開ガイドラインの下では、事実上、第二者が料金の事後的な評価を行うことはできない。
中

【東京電力の情報開示の状況】 (例 )原価算定期間を超えても料金改定を行わない理由

庸議 謝曜留牙辱ち箭戴讐翼5冤
情報が公開されることが必要である。」

<電気情報公開ガイドライン>

<鉄軌道業情報公開ガイドライン>
・
装羅灘雪輝曜聡鷲ぶ墓混群詳髪
い25       1.旱 ..

●■■い ・=`バ 十ヽ卜 ,+c

言署留 :

平成13年

平成14年

平成15年

平成16年

平成17年

平成18年

平成19年

平成20年

平成21年

平成22年

上期は原価算定期間に該当、平成14年 4月 の改定実施を表明 (平成13年 11月 )

原価算定期間に該当

特段の言及なし

平成16年 10月 の改定実施を表明 (平成16年 5月 )

上期は原価算定期間に該当、平成18年 4月 の改定実施を表明 (平成17年 11月 )

原価算定期間に該当

曇暑履簿錨 甜 留 鷺 寧卜た廉尋罫類野翼雲簿芦
耐ま現行の電気料

憾 醒 詔 宅事ズ3慾餓 籠桑青t忌易抒翼蟹彙雲毎デ
面は現行

〕]礎亀段2顧理学1鵬 曇畠行
き最大限の経営効率4ヒに努めてまい
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< El )k>

1.現行の (規制料金、自由化料金)について

2.検証の方向性

3.現行の料金制度についての具体的検証
A)適正な原価の検証
B)適正な利潤の検証
C)適正な料金の検証



4.現行の料金制度についての収善策 : 39

三つの視座と改善策

薫=あ覆麗:蘊原価の適切性

供給に真に必要な費用に限定し、それ以外の費用 (オール電

爵翻撃嵩Ш馬柴鷲紺理露堰雪基堪
にすべきではないか

三供給に真に必要な資産に限定し、例えば、

1鰍剛懃駆動魂認襲繁場の輪錮等
を考慮すべきではないか

>事 業報酬率の適切性について

/事 業報酬率の算定に当たつては、実態の資本比率及び資本コストを考慮すべきではないか

原価算定期間の扱い

/原価算定期間を単年度ではなく複数年度とすることで、電気事業者に一定程度の裁量を付与すべきではないか

事業者の経営効率化努力
/上 記のように総原価について、ゼロベースで見直し、一定のベースラインとなぅ合理化計画について、規制当局と事業

亀奮皇翼寒協亀趙賽主曇紺どま翼戴葬写酬 が切飛〒
業者のインセンテイブとなるよう設計し、その使途については

>電 源構成に占める原子力発電の扱い

/原 子力発電所の再稼働が不確実な情勢の下で、それがもたらす燃料費等への影響についても織り込めるよう配慮す

べきではないか

iΩ
井 上記の電気料金制度の見直しに当たつては、東京電力のみが不合理に特殊な料金制度とならないよう、他電力も含め

て、見直しを検討すべきではないか
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(参考)海外の料金制度

>料 金制度は、大きく分けて3つの料金制度がある。
> 日本が採用している総括原価方式は、料金算定プロセスの透明性が高い。―方で電力事業者のコスト削減インセンティブが

ヨ弓い。
>海 外での総括原価方式の運用においては、日本とは異なり毎年のモニタリング実施や事後的な報酬調整等も行われている。

海外の料金制度事例 総括原価方式の運用例 (u.s.)

総括原価方式

・ 電力料金を、事業の

運営に必要なコスト

および資本収益を力
バーするように設定

・ 料金算定プロセスの

透明性が高い

・ 制度設計に必要な情

報量が比較的少ない

0コスト削減・効率化イ
ンセンティブが弱い

。過剰投資を促しがち
・ モニタリングコストが

高い

Austtta,Belgium:

Finland,Luxembourg

レベニューキャップ

・ 電力料金収入の上

限を設定
一 将来の物価変動

や効率化を加味

・ 利益増加のためコス

ト削減インセンティブ

を与える

・ モニタリングコストが

低い

。 売上増加や競争の

促す効果は弱い

・ 過小投資を引き起こ

す可能性が高い
0料金算定プロセスの

透明性が低い

Denmark,Greece,

Norway,Spain

プライスキヤップ

電力料金の上限を設

定
― 将来の物価変動

や効率化を加味

0利益増加のためコス

ト削減インセンティブ

を与える

・ モニタリングコストが

低い

・ 過小投資を引き起こ

す可能性が高い
。料金算定プロセスの

透明性が低い

・ ピーク価格等の価格

設定の自由度を奪う

lreland′ Portugal,UK,

Hungary

。電力料金を決める際には、

各社の事業特性を精査し、
個別に異なる事業報酬額
を設定

申請時に、民間選出の委

員会等も含めその都度精
査を行う

・ 毎年、事業報酬を精査し、

乖離が出た場合はその都

度調整を行う
。 料金改定の時期に規定は

ない

一例)10年間改定なし

・ 燃料単価の変動を調整す

る契約は存在するが、電

源構成の変化まではカバ

ーされず

― 電力会社の数が多く、単

独の電源種を持つ場合

が多い

一 地震等の災害が少なく電

源構成の突然の変化が

起きにくい

金
定
法

料
決
方

説 明

メリット

デメリット

実施国

改定
時期
モニ

タリン
グ

辮
鋼
一

出典:Mecha面 smen der Anreセ regunerung,E―●ontrol,20」 u面 2002、 事業DD実施インタビュー



取扱注意

(机上配布資料 )猛
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子会社・関連会社119社の個社別検討

内閣官房

平成23年9月 6日

東京電力経営 0財務調査タスクフォース事務局
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(下記No.は次ページ以降のタイトルNo./社名前の付番に対応)

41:東京臨海リサイクルパワー

42:東京レコードマネジメント

43東光電気

44:東光建物

45:東光東芝メーターシステムズ

46:東設土木コンサルタント

471東双不動産管理

48東電環境エンジエアリング

491東電工業

50:東 電広告

51:東電設計

52:東電タウンプランニング

531東 電パートナーズ

54東電ハミングワーク

55:東電ピーアール

認 東電ファシリティーズ

57:東 電物流

581東 電不動産

59:東電フユエル

60:東 電ホームサービス

…

エスト

621

63:

東電用地

東電ライフサポート

64i東 電リース

65'常 磐共同火カ

661南 双サービス

日本デジタル配信

日本原子力防護システム

69:日 本原子力発電

70:日 本原燃

日本自然エネルギー

日本ファシリティ・ソリューシヨン

日本ユーティリティサブウェイ

741バイオ燃料

75:ハ ウスカ ス確認検査

76:ハ ウスプラス住宅保証

77:羽 田太陽光発電

78:原 宿の杜守

79:日 立熱エネルギー

7T=t)-+'rl'i+t\>
81府中熱供給

か

なた

は

国内事業

1 青山エナジーサービス

アット東京

3 当間高原リゾート

4 EgIfl-tuv+-ti-tz
lPキャピタル

オーストラル・エルエヌジー・サービス・エージルシー塾_
尾瀬林業

鹿島共同火カ

川崎スチームネット

1 曖境美化センター

11 関電工

1 関東天然瓦斯開発

君津共同火力

キャリアライズ

グッドサープ

1 クリーンコールパワー研究所

原燃輸送

1 サィバーホーム

サステナブルグリーンパワT
ジャパン・イーマーケツト

-> i t S> tr -) ) v +.y t- rf,- ) u :44i 7
新日本ヘリコプター

石炭資源開発

相馬共同火力発電

大同工芸

高岳製作所

TLC
ティ。オー・エス

テブコケープルテレビ

テカ システムズ

テブコ・リインシュランス社

TEPCOT-/L7Fr{)a
〒LPCO光ネットワークエンジ■Z塑
東京エネシス

東京計器工業

東京電設サービス

東京都市サービス

東京熱エネルギー

〕1東京発電

1東京リビングサービス

*50音順による順序

むつ小川原ハビタット

83:森ヶ崎エナジーサービス

サイクル燃料貯蔵             ヽ

ビタ

111海外事菫

エルエヌジー・マリン・トランスポート

国際原子力開発

891SAP―」apan

ングナス・エルエヌジー・シッピング社

ジャバン・ウラニウム・マネジメント社

セルト

テプコ・インターナショナル社

テブコ。オーストラリア社

テプコ・ダーウィン・エルエヌジー社

!EPCOI-V-',pr)
テプコ・ニュークリアエナジー・7/1JAll

テプコ・リソーシズ社

東京ティt―ル・シー・リソーシズ(米 )社

100 東京ティモール・シニ・リソーシズ(豪 )社

トランスオーシヤンエルエヌジー輸送

102 パシフィック・ホープ・シッピング社

103 パシフィック・エルエヌジー・シッピング社

パシフィック・エルエヌジー輸送

パシフィック・ユーラス・シツピング社

a--7^-Ui-iF-)v;,Pr7
海外事業 (テカ ・イジ‐ ナショナル

ー
ァィティーエム・インペストメント社

ァィテ■―エム。オーアンドエム社 _____一一一一一一
キャピタル・インドネシア・パワー I・ シーブイ社

グレート・エナジー・アライアンス社

シピー・ジービー社

スターバックパワー社

タス・フォレスト・ホールディングス社

ティームエナジー社

ティーエムエナジー・オTストラリア

テプコ・インターナショナル・パイLン I社

,l7J=. 1 > t-tia, )v' t \I l') I-?t
tlii7i7.i-+v-+<>llt
ロイ・ヤン・マーケテイング・ホールディング乙笙



子会社・関連会社の峻別方針
電気事業に関連が薄い又は代替可能な会社は非継続とし売却を検討。売却困難な会社は清算を検討

r●■ ―   ‐

■整 111社 再編可

齢目
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一
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合理化方法
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現時点の峻別結果

当初社数

国内計 85ネ土

国 内 /海外 計 119社 ・ ユう スエナシーHDは、傘下の子会社・関連会社145社 を含め1社でカウント

Note:癬F~″ は関連会社

存続社数

(再編前 )

()内 は東電案

■見極め対象6社を含む

一
一　一一



売却対象46社の売却価額サマリー
(単位:百万円)

海外事業会社グループ経営管理サイクル会社

及び 主要多角化会社
その他国内子会社・関連会社 上場会社



1。 青山エナジーサービス株式会社の概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

事務局案

所在地

要概 峻別の方向性

設立年月日 ・ Hl.8

・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1):

―エネルギー・環境ソリューション業務
一
鰤証券報告書より)

売上 電気諄は降膚輝観
‐‥‐‐■）

営業利益

純資産

琴薬化薫
プ

その他比率

分類

ず期 崎騒庁鸞″擁 瑞 甜 認 毀
以「省奮島亀套鑢 LЪ暫覧翠ξ響懇 じと分類

:曇驀凛酵覇器諮Б講i臨淵
が日本のGDP成長率14%よ り高

`、

か
一 ‐  一 ―   一 .´   ― 一ヽ   ¨ 士 ●n CEl掛 崚 ^4鮮 埼 霊 ユ 祖 、"二 _  _1~ト ス 大 株 へ め 客 二 ふ 動 室 ! ROA3%以 上 1士 存

・ 関連会社

3今後の利益成長性は、雨場の
漂磐象 5年で5件 以上)場合に、売却

詢` ‐
饉こt(t参犠

:Vフリ
ζ梶輸菌覇諄お揃 lilttI任 :ギ■ッシ

=
―による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

4売却難易度は、業界M&A実績カ



2.株式会社アット東京の概要と峻別の方向性

概 峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

事務局案

所在地 。 東京都中央区

設立年月日 ・ H12.6

売上

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
出資比率

その他比率

分類

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シエア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無じと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4.売却難易度は、業界M81A実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

―情報ソフト・サービス事業(有価証券報告書上)

代替可能性

。 子会社



3。 株式会社当間高原リゾートの概要と峻別の方向性

概 峻別の方向性

業務内容 零繋

人員構成

事務局1案

所在地 ・ 新潟県十 日町市

設立年月日 ・ Hl.2

売上

営業利益

純資産

零躍侮
プ‐

その他比率

分類  ・ 子今社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」こ分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証c代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50■以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高て、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M8tA実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却  度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシ=  ―による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

要

・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1た

―サービス(有価証券報告書上) .電
気
事
業
（発
送
配
電
）



4。 伊勢原エネルギーサービス株式会社の概要と峻別の方向性

業務内容
東電案

人員構成

事務局案

所在地 ・ 神奈川県伊勢原市

峻別の方向性

・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1):口
■■

―エネルギー・環境ソ:

売上

純資産

ROA
代替可能性東雪g生軍プ

その他比率

分類

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M〔強実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キヤッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

設立年月日 O H15.3 r->=> 有価証券報告書より)

営業利益

子会社



5。 HPキヤピタル株式会社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

0由電轟 秦躾送配電,との関ゎり

'1■■■サ■ビズ鰤 証券報告書上)「 I

:警 :iil:::::li:i::i::i::::il~―

―



6.オーストラルロエルエヌジー・サービスロェージェンシー社の概要と峻別の方向性

概 峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

事務局案

所在地
・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1と

■■
設立年月日 ・ H23.2 ―燃料の供給・輸送事業(有価証券報告書上)

売上

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
出資lL率

その他比率

分類   ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M〔い実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

10



7。 尾瀬林業株式会社の概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

所在地 ・ 東京都荒川区

設立年月日 O S26.2

峻別の方向性

1東電案|

事務局案

売上

営業利益
_サービス(有価証券報告書上)

純資産

「国製生薫
プ

___1______1-― ― ― _____― ― ― ‐ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ‐ ― ― ― ‐ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ‐ ― ― ― ― ‐ ― ― ― ― ― ― ‐ ― ― ― ‐

そめ他比率

分類  ・ 子会社

l促暑書寵謬 想でき、翻纂訳 [あ≦誌imJメ彗:卜等菱JEEぼ『 ?貫詈贅¥il嘗1たI:[1ヲ
詢鷺督島亀簑胤 尉Ъど覧翠ξ薯轟 じと分類

庁幕性 右 tり と分類

。 国内電気事業 (発送配電)との関わり1):■
■

電
気
事
業
（発
送
配
電
）

と
の
関
わ
り

有り  無し

代替可能性

11

:奮暑量詈言[瑾録 蝙 蘇 滅 商 1種凛 慕
「

菖菖fi稲
織
『 臨 轟 謝鑑 履螂 准観 ッシ ‖こょる本体への寄与を勘案瞑Ю郎%以Jま存続、未潮ま清算



8。 鹿島共同火力株式会社の概要と峻別の方向性

概 峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

所在地 ・ 茨城県鹿嶋市

設立年月日 ・ s44.12

売 上
― 電気の卸供給事業 (有価証券報告書上 )

営業利益

純資産

東蛋塞機
プ

有り  無し
代替可能性

その他比率

分類  ・ 関連会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M8tA実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

電気諄蝶騰癖経観一）

事務局案

12



9.川崎スチームネット株式会社の概要と峻別の方向性

概 峻別の方向性

1業務内容

人員構成

所在拙

設立年月日 ・ H18.10

売上

営業利益

純資産,

穏 生薬了
その他比率

分類 ・ 子会社

1甲塁

=蓋
堂2咀セツき

…

照J繁簾鷲麿誦暫雪釈』薔
料の供給。輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類

合lT^代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シエア50■以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性翻
ll暑唇碗陽製証1秩閣鱗難おぶ磯謝酬ガ薄コI輔 蜂戸フ豪督撃亜}ξ理藷1量

'“
骸上を苫ある寡占状況にあるものを、代替疏性無しと分類

語 二 仕 な し1ル今 輌

1琴覆ゐ晰塁複理粧選掃鳥3稿箔菱三1研膜轟い発I玩ぎぞf藝蒼姜発重亜』0%以上のものを、利益成争性有輩盆翼
l皇飾鰹書覆製鶏」翼瑕界暑器疑蝋雌∬翼稿

『

ゝ
笛こご甚箱…

『号諭菌鵜お灯懸夏破I[恥ッシ
=

一による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算
13



10.株式会社環境美化センターの概要と峻別の方向性

概

人員構成

事務局案

所在地

設立年月日 ・ s53.4

売 上

営業利益

東電グリレープ
出資比率

有り  無し

代替可能性

その他比率

分類   °子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シエア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M&A実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

峻別の方向性

・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1た
1■L

．一諄は踏膚藤観一一

14



11。 株式会社関電工の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

人員構成

1●・顧帷単世 0東京都港区

.設立年月1日 .O s19.9

I売1上

営業利益

純資産

東電グル‐プ
「1嘘■手|‐

,その他比率

分類

::晉]看懃 瀞 選 翻 議
蕊謂

=臨 鐸 軍 鵡i」f言鐵 襲 弱
艘 ワ糊 12警島亀駿酬 椒 お辮 皇往禦しと分類

唇 鱗 ま り 12要 _._   :_.z+4^ハ 壼 員 た 島 安 : 0^△ 0ヽ ロ ト は 左が日本のGDP成長率14%より高く、か

・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1と
|■■

―設備の建設・保守事業 (有価証券報告書上 )

代替可能性

0 関連会社 (上場 )

4ヽ言明こ1」 ノヽしヽヽいヽ自n――不……′"・′′…′W―・由―
戸
ぞf奮を話1称響

0で灘醗£島澱鋼歴喘昌維観ッシ=
3今後の利益成長性は、市望の察戦層騨 朧 i霊轟 ―による本体への寄与を勘案し、ROA3ヽ以上は存続、未満は清算
4売却難易度は、業界M8・A実績カ

15



12。 関東天然瓦斯開発株式会社の概要と峻別の方向性

概

業務内容

人員構成

事務局案

所在地 ・ 東京都中央区

設立年月日 ・ 丁6.5

売上

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
出資比率

その他比率

分類   ◆ 関連会社(上場)

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアがlo%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M81A実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

峻別の方向性

・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1と
‐

―エネルギー・環境ソリューション事業(有価証券報告書上)

16



13。 君津共同火力株式会社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

0 千葉県君津市

1設二年月月 O s42.6

ニー1電気の卸供給事業(有価証券報告書上)

‐11純棄摩||‐

|■おA

・ 関連会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無じと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高〈、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M81A実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却  度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシニ ｀

一による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

献潜河鯖

17



14。 株式会社キャリアライズの概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

事務局案

所在地

設立年月日 ・ H12.6

売上
ニ サービス(有価証券報告書上 )

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
出資比率

その他比率

分類  ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M〔強実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャツシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

要概

国内電気事業 (発送配電)との

18



15。 グッドサーブ株式会社の概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

所在地

設立年月日 O H13 8

売上

営業利益

1純資産

東電グルァプ
1出資比率

峻別の方向性

東電案:

事務局案

・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1と

一サービス(有価証券報告書上)

その他比率・・・・

分類   ・ 子会社

l霊塁曇菱壼2彊収軍きで腎繋雲採麟醜 鷲料の供給・輸出、噴機材の供給現根轟魂覧微鷺雪魂墓籍晩騎Ъ躙 籠雀駕含言T^代替可能性は、当該市場のトリ

電
気
事
業
（発
送
配
電
）

代替可能性|

l景:馨暑露[tg習電繁スでき、露醸諄難あ菖
=Mヽ

LJlll増
『ぜ世絆i籠種ざ菫需8お亀3懇程≒l鯛奮了19:ま3二ET警魂ミ釉  [ξЬET裂推易ぎ暮昴導晨じと頒

Fく 嘗`程tご吾雰管
0%挙堤Ъ盤を、利益成長性有りと分類3今後の利益成長性は、市場の中

1難時の対処は、収益性・キヤツシ= '一による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算
4売却難易度は、業界M&A実績ノ

19



16。 株式会社クリーンコールパワー研究所の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容

人員構成

:所在地

事務局案

―エネルギー・環境ソリューシヨン事業(有価証券報告書上)

設立年月1日 ・

売上

営業利益

純資産

東電グループ
出資比率

その他比率

・ 関連会社

夕震暑書寵樫響電根響ま酬纂訳 :隠雷議鵬 淵躙鍔 :樺責騨 蝦孵特凩騨棚望督島亀儡 5]♭履η嗅宴ギ藷従桑じと分類

東電案

・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1た
|■■

有り  無し

代替可能性

i奎暑量暫番鷺予酒轟覇真商I魂凛璃ξぶぢヽ
‐えソ男薄砺以工あわを、利益成長性有りと分類

l難 易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性。キヤッシユフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算
20



17.原燃輸送株式会社の概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

所在地

設立年月日 ・ s48.4

売上

営業利益

純資産

ROA

峻別の方向性

東電案

事務局案

電
気
事
業
（発
送
配
電
）

と
の
関
わ
り

不蒸生薫
プ

有り  無し

代替可能性

その他比率

分類   ・ 関連会社

:3う言言凛騰響謡議素」こ暦稀響響騨ξ厨譴題翼爾霧脇鷺雪島亀難期緊Ьξ覧翠ξ寄感じと分類
l蜃埼 製 ま 2度 L,゛ ′_ ._1~■ ス 大 伏 へ の 客 二 葬 勘 室 1_ROA3%以 上 lIL存

国内電気事業 (発送配

―燃料の供給・輸送事業(有価証券報告書上)

Zヽ省剛目El■ 1‐ ノし` lヽ●・、い r■ 嘔ハ▼不 ‐LV′ lrl■ ″́■‐′ψ″―~~――… ‐― ―… ――
    Dを 、利益成長性有りと分類

l皇彗鍵現書番肇鶏よ彙繕宗薯馨塁ご〔皐駆超ピ冒審だ鶴炉
くヽ雀程tご百み警

0%挙
潔客警難時の対処は、収益性・キヤツシ=¬こよる本体への寄与を勘案し、ROA3%以上は存続、未満は清算

つ
４



18.サイバーホーム株式会社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

人員構成

東電案

事務局案

所在地

設立年月日

売上

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
1出資比率 |

その他比率

分類  °子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類

2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類

3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%より高く、かつ、シエアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類

4売却難易度は、業界M&A実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性。キヤッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

国内電気事業 (発送配電

二電気通信事業(有価証券報告書上)

22



19。 サステナブルグリーンパワー株式会社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性
要概

業務内容

人員構成

設立年月日

売上

営業利益
~~藉

要 蓬

~~‐

ll■ ||百

~~~~~一
一 一 一 一 一 一 一

一

―‐―――‐-11・ __11___¨ __―‐――‐―‐―――‐―――‐̂―――̈‐―――‐―――――‐‐―■―_____― ―――――――――――‐―‐―――――――――――――――――――――――

_三

"1___"_________一
一

甜 薫
プロ

_三 二 三 二
=1■

1■ 1___一
一 一 一 一 一 一 一 一 一 ― 一 一 一 一 一 一

‐ -1-

その他比率

分類 ・ 子会社

東電案

=登
景琴

―エネルギー・環境ソリューシヨン事業(有価証券報告書上)

有
　
　
　
無

‐電気諄は降藤椰一一）

よ震暑尋養躙 嶼ψ腱躙馨鼻蕊      驚l識轡掛盤霧£ワ棚鷺督醜彗鶴 騎Ъン覧翠ξ薯繹 じと分類
#尋構 右 けル会類

。国内電気事業 (発送配電)との関わり1と
ロ

代替可能性

i量暑曇暫層[諭鰺勉鱚 真鸞:麓驚肝↑菖ilま7渕♂理編臨麟 :懸島き増:貧ど肇ッシ｀
一による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算



20.株式会社ジャパンロイーマーケットの概要と峻別の方向性

業務内容 東1電案

人員構成

事務局案

所在地

要 峻別の方向性

設立年月日 ・ H12.12

・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1た

一情報ソフト・サービス事業(有価証券一
彗

上 )

時中̈
榊

営業利益

純資産

ROA

零憂雲ぽ
その他比率

分類  ・ 関連会社

業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率1.4%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
易度は、業界M&A実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性。キヤッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

24



21。 ジヤパンケーブルネットホールデイングス株式会社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

事務局案

所在地 ・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1と ‐

設立年月日 ・ H13.3 ―情報ソフトロサービス事業(有価証券報告書上)

売上

営業利益

純資産

界弱餐生薫
プ

その他比率

分類   ・ 関連会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書キで、I譲障中 J』Jσ型賛彗重静上
「
釜勢埜2祭趣理議押ネ野 2零鰍搬

IF貧
督識

ているものを、原則、関わり有りと分類
塞占状況にあるものを、代替可能性鋼

|:33言 :[[1li∫ lttI][lilii]]嘗 ili営]ξ亀 ∫ヨ]晟
『 慨 滋

お
「

ンプ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無じと分類

Dを、利益成長性有りと分類

度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性。キヤツシf ―`による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

代替可能性

25



22.新日本ヘリコプター株式会社の概要と峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

事務局案

所在地

峻別の方向性

・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1た
‐

設立年月日 O s35.7 ―設備の建設・保守事業(有価証券報告書上)

売上

営業利益

純資産

ROA 有り  無し
代替可能性

幕露燒
プ■‐

その他比率

分類  °関連会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類         、
4売却難易度は、業界M81A実績が有る(5年 で5件以上)場 合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キヤッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

有
　
　
　
無

瑶
藤
拠
犠
ｔ

26



23.石炭資源開発株式会社の概要と峻別の方向性

概 峻別の方向性

業務内容

人員構成

事務局案

所在地 ・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり
'と

燃料の供給・輸送事業(有価証券報
設立年月日 e s55.1

売上

営業利益

純資産

ROA

膏鷲侮プ
その他比率

分 類    ・ 関連会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給。輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50ヽ 以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無じと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M81A実績が有る(5年 で5件以上)場 合に、売却

′ 度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシ= ・―による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

要

，電
気
事
業
（発
送
凛
電
）

．　

と
の
関
わ
り

・

有り  無し
代替可能性
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24.相馬共同火力発電

一
株式会社の概要と峻別の方向性

概 要 峻別の方向性

業務内容

人員構成

事務局1案

所在地 ・ 福島県相馬市

。国内電気事業 (発送配電)との関わり1た ‐

― 電気の卸供給事業 (有価証券報告書上 )

営業利益

純資産 督
韻
髪
犠
モ

設立年月 日 ・ s56.6

ROA

〒鷲侮イ

その他比率

分 類    ・ 関連会社

1震暑尋寵樫響電根をま尚鋒襲 蕊冒秘導細淵畔霧悸豊l曇蒙讐婆frl凝壺圭]|卜19惨髭奮島亀彗鵡 尉Ъ慧覧響ξ警懇 しと分類
=E■

″ ■rilじ ハ 縮

代替可能性

4ヽ日 Hl nt3 EEl―
… …

、申円-7不 ｀ヤlal…‐・・‐ψ´――

凱奮歪程評 立 奮

0空
畿 鶴 鐸 謡 麟 席 諭 副 ど 巽 ッシュ&今後の利益成長性は、市く

の
擦薯袋冒ご¥諄駆冠腎覇審i零鮒 フローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

4売却難易度は、業界Mてい実績カ
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25。 大同工芸株式会社の概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

所在地

要概 峻別の方向性

事務局案

0国内電気事業 (発送配電)との関わり1)―

設立年月日 ◆ s28.10

売上

営業利益

純資産
有り  無し
‐
代替可能性‐

東電グループ
|‐出資比率

その他比率

分類   ・ 関連会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50ヽ以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無じと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M〔強実績が有る(5年で5件以上)場 合に、売却

′ 度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシI 一`による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

理気諄は酸癖藤軍燿）

―サービス(有価証券報告書上 )



26.株式会社高岳製作所の概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

所在地 。 東京都中央区

設立年月 日 ・ T7.3

営業利益

純資産

頼纂
プ‐

その他比率

分類

峻別の方向性

1.電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50ヽ以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3_今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M8tA実績が有る(5年 で5件以上)場 合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

事務局案

資機材の供給・輸送業務(有価証券

・ 関連会社 (上場 )
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27.株式会社丁LCの概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

所在地

売上

営業利益

要
峻別の方向性

事務局案

―設備の建設・保守事業 (有価証券報告書上 )

電
‐‐‐気諄は降薦椰観電）

〒訛 薫
プ
・

‐

その他比率

分類

ー■電気事業との関わ明ま、柳覗竜噴書キて、』神鮮彎搬、麟懺 鰈た電製獣像;考酔ネ轟設鴨職じ響洩墓聾7発尉お思1僣柴舗
l震蒻寵tff讀スをな1)肇%甦蕊謂昭昴姿を燭響買i曼唇蝉澤新燃 縛多

`も

慰工を苫ある套L秩珈あるものを、備疏憮じと頒
ftt14右リル分類

経擦薯留製lT胆馘彗傷 熱Pく
｀
駐Lれて1縄

W力
r喫続編尋ぉ叢出晏1蔽ご蝶ッシ= 

‐
―による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

東電案

設立年月日 O H14.5
。 国内電気事業 (発送配電)との関わり1た

代替可能性

i躙量画言[鷲靴眩爾盈翼i副麗碁霧FTttfi籍
織『鼈 臓驚浙 慾 31



28。 株式会社ティ・オーロエスの概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

要概 峻別の方向性

所在地

事務局案

― 電気料金を算定。引越等に伴うお客様情報の管理

設立年月日

売上

営業利益

・  Hll.6

純資産

東
霞塞生薫

プ

2:r:= r
有り  無し
代替可能性

分類  ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2.代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアがlo%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M8tA実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性。キヤッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算
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29。 株式会社テプコケーブルテレビの概要と峻別の方向性

概

業務内容

人員構成

所在地 0 東京都大田区

設立年月日 O Hl ll

売上

営業利益

純資産

ROA

要 峻別の方向性

電
気
事
業
（発
送
配
電
）

と
の
関
わ
り
．

東電グループ
出資比率

?olbtxa I
分 類    ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、I譲軍

…

11督
料の供給・輸送」、「資機材の供給

1理静ネ野蓄VF翼鷲慾
IF掌

誓設
ているものを、原則、関わり有りと分類
塞占状況にあるものを、代替可能性押ケ麗馨書麓t♂詠でき、1躙釘覇柔EБ鶴肩場詔野暮げ酉耐J芦曼得:httF苺 1書議二ざ暫藝麓1霧ジ多昴薇上を苫ある寡占状測こあるものを、代替可能性無し粉類

計 二 仕 方 じlル

^縮1琴展あ新基晟農種選:ギ葛3聯憲房轟ボあ葎T晟裏桑11硯二重訂く:｀I蒼lフモ葵160%以上のものを、利益成長性有りと分類
` [圭

In田 掛 饉
^‐

●ll l十 」,本韓・二 ■

東電案

事務局案 :

(発送配電)との関わり1と

―有線テレビジヨン放送事業 (有価証券報告書上 )

代替可能性

3今後の利益成長性は、市場の
擦暑恐冒どf諄駆鰹蓄覇審i等

『

｀`
壁磋t(1雰疑

Ш力
r隻勘l編書ぉ薪逸晏¬蕗 在f纂ッシ=

一による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算
4売却難易度は、業界M&A実績カ
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30.株式会社テプコシステムズの概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

事務局案

所在地 。 東京都江東区

売上

営業利益

純資産

ROA

要 峻別の方向性

一情報ソフト・サ■ビス業務(有価証券報告書より)

国内電気事業 (発送配電)との関わりlL E
設立年月日 e s52.7

東電グループロ■■L
出資比率

?o)lbfr*- I
分類  ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類

2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無じと分類

3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類

4売却難易度は、業界M&A実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以上は存続、未満は清算
34



31.テプコ・リインシュランス社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容 東‐電案

1人員構成

所在地

:設立年月日 ・ H1410

売上

営業利益

純資‐産

東‐電グル■プ
出資比率

をあ花五率
“

分 類    ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2.代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50ヽ 以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率1.4%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M`強実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却

‐ 度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシ= 
｀
一による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算 35



32.株式会社丁EPCOコールアドバンスの概要と峻別の方向性

人員構成

所在地

峻別の方向性

サービス(有価証券報告書上)

設立年月日 ・ H15.7

売上

営業利益

有
　
　
　
無

電壕諄は降斑薩観■）
純資産

ROA

東電案

事務局案

・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1た

代替可能性

東電グループ
出資比率

?aIEWt. 

-分類  ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類

2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類

3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シエアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類

4売却難易度は、業界M&A実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性。キヤッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以上は存続、未満は清算



33。 丁EPCO光ネットワークエンジエアリング株式会社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容

人員構成

事務局案

所在地

設立年月日 ・ H18.12

売上

営業利益

純資産

東電鐘生薫
プ

有り  無し
1代替可能性■

その他比率

分類   ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類

2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50ヽ以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類

3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%より高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M&A実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却

:  
度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシ=  ―による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

国内電気事業 (発送配電)との関わり1た
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34。 株式会社東京エネシスの概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

所在地 0 東京都港区

設立年月日

売上

営業利益

純資産

ROA

峻別の方向性

・  S22.8

東電案

事務局案

―設備の建設・保守事業 (有価証券報告書上 )

東電グループ
出資比率

その他比率

分類

有り  無し
代替可能性

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給。輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類

2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類

3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%より高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類

4.売却難易度は、業界M8tA実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5.売却困難時の対処は、収益性・キヤッシュフロニによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1とE

・ 関連会社 (上場 )

38



35。 東京計器工業株式会社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容

人員構成

所在地 ・ 東京都大田区

設立年月日 ・ s26.4
・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1た

■■■

売上

営業利益

純資産

東電グ
生薫

プロ

そめ他LL曇

分 類    ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類

2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類

3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M81A実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却  度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性。キャッシ=  ―による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

東‐電案

―資機材の供給3輸送業務(有価証券報告書より)



36。 東京電設サービス株式会社の概要と峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

事務局案

所在地 ・ 東京都港区

要概 峻別の方向性

・ 国内電気事業(発送配電)との関わり1た ‐
設立年月日 e s54.9 ―設備の建設・保守事業(有価証券報告書上)

売上

営業利益

純資産

ROA

東
憂塁櫂

プ

その他比率

分類  ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%より高く、かつ、シェアがlo%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M&A実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キヤッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

一一諄は麟瞬雁観一） 有り  無し

'代
替可能性■
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37.東京都市サービス株式会社の概要と峻別の方向性

業務内容

所在地 ・ 東京都港区

設立年月日 ・ S62.9

売上

営業利益

純資産

峻別の方向性

・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1と
‐

―エネルギー・環境ソリューシヨン業務(有価証券報告書より)

東電グ
生薫

プ

その他比率

分 類    ・ 子会社

■電気事業との関わりは、コ 唾 券報告書キてLp停′呼 奥 距 費1警料の供給・輸送」、「資機材の供給1難 :薯娑 零爺細
llダ

雷識
ているものを、原則、関わり有りと分類
,塞 占状況にあるものを、代替可能性無い =T ムヽ ■■7『

`L●
+「■ ユ

=と
」日型巳

“

hR、、

l戻馨言露冒」Y]Rをき、冒略 漏再蝋∬霧あガミミ 誓蔦:奪著妻予誠唾,fIL童翼壷ラン蒟薇上を占める寡占状況にあるものを、情覗麟しと頒
:三社 若 tlル

^箱1琴覆あ新墓晟農種選Fギ識3炒憲覇もあ群下ら奉書浄面発IJ百ぞ〔西,1'千売百0・以上あものを、利益成長性有りと分類
編     ご ‐ in口 84●tハ J● ni十  :l● ム 杜 .I■

東電案

事務局案

代替可能性

&今後の利益成長性は、市場の
察暑な説暮選鼎塁遇雰葛署iFttr｀

｀
饉【t(を雰疑

:υ 7oζ

鳥蜀菌1群お封紅、■
‐
硫謹〔年1ッシ

=
―による本体への寄与を勘案し、ROA3ヽ以上は存続、未満は清算

4売却難易度は、業界M&A実績カ
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38。 東京熱エネルギー株式会社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容

人員構成

事務局
‐
案

所在地
・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1と

■
設立年月日 O s60.4 ―エネルギー・環境ソリューション業務(有価証券報告書より)

売上

営業利益

純資産

東電グループ
出資比率

その他比率

分 類    ・ 関連会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有LJと分類
2.代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%より高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M&A実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

電気と，事は胎糖薩電一）

東電案

代替可能性
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39。 東京発電株式会社の概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

所在地

設立年月日 ・ s3.7

売上

営業利益

純資産

ROA

要 峻別の方向性

―電気の卸供給事業(有価証券報告書上)

東電グループロ■■■
出資比率

"atfrLis- 
I

分類   ・ 子会社

1軍愛投哩型き摯離種霞t票J巽酬 J鮮嘱 麓灘ぎ菫需8脇熟 l野27鵠微鷺雪醜獣酬 亀厨Ь思驚留麓雪
ょ髪覇能盟鰐龍翻畢霧|あぶ銹 孵 ittIF薮ガ 楡 諄 多昴薇工を苫ある套占秩浣にあるものを、情硫麟じと頒

離 二 性 着 しlル 今 額

:彗覆お馬騒晟製柱橿]甫易冨踊箔覇

`T雄

封槻Iみ百ど藝り,ゼ通醜
=理

2誓魔鸞添埼:習維′甕

・ 東京都港区

事務局案

国内電気事業 (発送配電)との関わり
'■

l戴鍵到書晉]蝸灌鯨戦足卿 瞬 iど1等

『
理硫(1猫

Ⅳ力ζ隻勘鵜 甜癒I高仁嶋ッシ
=

―による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算
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40。 東京リビングサービス株式会社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内‐容 東1電案

人員構成

事務局案

所在地 ・ 東京都港区

設立年月日 ・ s55.4 ・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1た

‐

売上

営業利益

純資産

ROA

〒層妥生薫
プ

?albft* J

分類   ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2.代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50■ 以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4.売却難易度は、業界M81A実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

要

サービス (有価証券報告書上 )

代書可能性
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41。 東京臨海リサイクルパワー株式会社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容 東電案碑

人員構成

所在地 0 東京都江東区

設立年月日 ・ H14.12

売上

東
蛋各比薫

プ

その他比率

分 類    ・ 子会社

事務局寒:

「
菌高竃百軍葉葺蕎褻面覇雇b関わり1と ■

ソリュァシヨン事業 (有価証券報告書上 )

に言     野』『畿

'If   
鸞翌理聾驚軍続珠轟 45



42.東京レコードマネジメント株式会社の概要と峻別の方向性

概 峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

所在地

設立年月 日 e s62.9

売上

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
1出資比率

その他比率

分類   ・ 子会社

■電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、曜 備の建設保詢 、燃 料の供給・輸歯 、噴 機材g勝
ち 鼎 に 設 ヮ駒傷 里客督島な靭 bヲ鷺黎昴ギ藷往纂じめ 類2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場

3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアがlo%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M&A実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続t未満は清算

・ 国内電気事業 (発送配 との関わり1):‐
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43.東光電気株式会社の概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

|‐|:酵地 1 0東 京都千代田区

1設立年月日 e s3.9

売上

営業利益

純資産

ROA

要 峻別の方向性

認 華イ
その他比率

分類 関連会社 (上場 )

1.電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証.代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50ヽ以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無じと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%より高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M&A実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却  度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシ=  一による本体への寄与を勘案し、ROA3%以上は存続、未満は清算

―資機材の供給,輸送業 有価証券報
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44。 東光建物株式会社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

所在地

設立年月日 ― 不動産事業 (有価証券報告書上 )

売上

営業利益

純資産

ROA

零憂塁鰹
プ

その他比率

分類   ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50ヽ以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%より高く、かつ、シェアがlo%以上のものを、利益成長性有りと分類
4.売却難易度は、業界M&A実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性。キヤッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

要概

48

事務局案
:

1代替可能性



45。 東光東芝メーターシステムズ株式会社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

所在地

設立年月日 ・ H21.10

事務局案

―資機材の供給・輸送事業(有価証券報告書上)

売上

営業利益

純資産
有
　
　
　
無

電
気
事
業
（発
送
配
電
）

と
の
関
わ
りROA

東電グ
生薫

プ

その他比率

分類

l震暑寄寵謬 根響き、翻纂訳 [Б≦君i臨 J鑓曙藁騨 黎僣蠣ぱ裂ヲ棚鷺督島亀馨期 亀尉Ъξ覧翠ξ響鱒 しと分類
市 鼻 仕 右 切ル会 箱 49

・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり
'た

■

「

i量言量哲書濃轟蠍爾 墓i扇鬱驚Fご否ili7種ζ
'1」

0%挙
:事:僣ξli摩謝艦ギ括屁[堪ぎ竜alッシ 一`による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算



46.株式会社東設土木コンサルタントの概要と峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

所在地

設立年月日 O s58.10

要 峻別の方向性

―設備の建設8保守事業(有価証券報告書上)

営業利益
，電気諄は降鱗経電
，電）

純資産

東電グループ
‐出資比率 有り  無し

代替可能性

その他比率

分類  ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給。輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2.代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無じと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率1.4%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4.売却難易度は、業界Mでい実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キヤッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算



47.東双不動産管理株式会社の概要と峻別の方向性

概
峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

所在地

設立年月日 O s57.10

‐事務局案

・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1と
口■

営業利益

純資産

界露望生薫プ

そお他比率■■
・・

分 類    ・ 子会社

■電気事業との関わ明よ、有口電左贅 書キ1.pttfr長聾更蟄、
「
督計¶ 禽 重溢た

「
書壁禁2禁禽錦 キT調2摯施糊 鷲 奮蔵電

乱 る`ものを、原則、関わり有り粉 類
1寡 占状況にあるものを、代替可能性無

―不動産事業(有価証券報告書上)

有
　
　
　
無

電
気
事
業
（発
送
配
電
）

と
の
関
わ
り
「

鸞 3i言        
傷

'   

デ

苫

雪 iFi:lttξ ]》 m、 赫 算 51



48。 東電環境エンジエアリング株式会社の概要と峻別の方向性

・峻別の方向性

東電案

人員構成

事務局案

所在地

設立年月日 O s30.11

売上

営業利益

純資産

東電霙生薫
プ

有り  無し

代替可能性

その他比率

分類   ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2=代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M81A実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5.売却困難時の対処は、収益性・キヤッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

概

電‥‐気諄は降膚藤一■）
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49。 東電工業株式会社の概要と峻男1の方向性

峻別の方向性

業務内容

人員構成

事務局案

所在地 ・ 東京都港区

設立年月日 ・ s29.4

売上

営業利益

純資産

｀ROA

東電グルァプ
出資比率

?albtra I

判蠍厖警酔躍R「馨『竃》驚鑽鼎
緞鵬露雪総蘊 lお ll年1橿尋ギ轟じ頻

耐彗瞳喬崎虚留准観 ッシ= _に よる本体への寄与を勘案し、ROA3ヽ以上は存続、未満は清算

関わり1ヽ

価証 鶴
気盤
稚
理

券

時中̈
榊

有り   無し

代替可能性
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50。 東電広告株式会社の概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

峻別の方向性

東電案

所在地 0 東京都渋谷区

設立年月日 ・ s6.10

売上

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
出資比率

‐

その他比率

分 類    ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給。輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%より高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界Mで強実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キヤッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1た

■

電
気
事
業
（発
送
配
電
）

．

．ど
の
関
わ
り
■

．

54

―サービス(有価証券報告書上)



51。 東電設計株式会社の概要と峻別の方向性

概 要 峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

所在地 。 東京都台東区

設立年月日 O s35.12

売上 電
気
事
業
（発
送
配
電
）

と
の
関
わ
り

営業利益

純資産

有り  無
代替可能性

東電グ
生薫

プー

その他比率

分 類    ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書キて.』譲障中 、1撻憔 整掛上
「
富壁埜2禁織脅硫認)蟹暫V準巽離設

IFダ
雷識 ≦

いるものを、原則、関わり有りと分類
塞占状況にあるものを、代替可能性無

事1務局案

配電)との関わり1):

―設備の建設・保守事業(有価証券報告書上)

1曇:3言:lllilf』[景IIIlll」li』
『

]ll吉
援
増踏∫ヨ]属

『 ふ
:II           

緊
政上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類

1難時の対処は、収益性・キヤツシ=  ―による本体への寄与を勘案し、ROA3%以上は存続、未満は清算 55



52.東電タウンプランニング株式会社の概要と峻別の方向性

業務内容 東電案 f

人員構成

事務局案

所在地

設立年月日 ・ H13.8

峻別の方向性

売上

営業利益

琴詔侮
プ 有り   無し

代替可能性

その花止率

分類  ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアがlo%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M8tA実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

0国内電気事業 (発送配電)との関わり1た 1■■

電気諄は酔薦経鯛一一

―サービス(有価証券報告書上 )



53.東電パートナーズ株式会社の概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

所 在 地   ・ 東 京 都 江 東

里 _________一
一 一 一

―

設立年月日 O H18.1

売上

営業利益

純資産

峻別の方向性

界弱婆生薫
プ

東電案

事務局案

・ 国内電気事業 (発送配電)

ニサービス(有価証券報告書上)

?albw*-
分 類    ・ 子会社

li3茉撻辣沃轟割卜鷲仄』『翻『」

':翼

獅驀鷲鷲ず鷲ヨ貿誕覺黎鸞亡:[続■筒卸ま清算 57



54。 東電ハミングワーク株式会社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容 1東電案

人員構成

事務局案

所在地

設立年月日 ・ H20.7

売上

営業利益

純資産

ROA

琴弱雲生薫
プ

をあ他比率

分類   ・ 子会社

1_電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%より高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界Mで強実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キヤッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

要

58

― サービス(有価証券報告書上 )

代替可能性



55。 東電ピーアール株式会社の概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

要概
峻別の方向性

事務局案

所在地 0 東京都港区

設立年月日 ・ S59.4

売上

営業利益

電
気
事
業
（発
送
配
電
）

と
の
関
わ
り純資産

ROA

東電グ
生薫

プ

"oriltxa 
r

分類   ・ 子会社

-■閣韓との関わ明す、獅囃 青キ頂Ъ』聾鮮兜取繊算9農爵彗地澄さ電界2お禽:器を輝鷲]饗ワま済預呈£雪島亀彗鶴 亀尉お濾 篭皇観

国内電気事業 (発送配電

―サービス(有価証券報告書上 )

代替可能性

蠅鶉

"爾
憮囃10踊莉×躍芳苫獄 胤ξ艦兆、書 59



56。 株式会社東電ファシリティーズの概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

設立年月日 ・ s41.12

営業利益

純資産

峻別の方向性

二不動産事業(有価証券報告書上)

電重一率は蛭斑薩鋼電）
〒嘉侮了

有り  無し

代替可能性

をあ他L率 ■■■■

分 類    ・ 子会社

夕霜暑毒寵樫卍電根糖爾製罫襲J調嚇 疑』 畔報 軍 1旱   吻 呈2督魂鋼 亀馳『鷺名易ギ畠篠黒じと分類
,再韓右ιりと分類                     __… ..L一

宇肇眸

・ 国内電気事業で発送

“

竜)との関わり1と ■■

i鶉 暫番[勘 燒 凛 輔 :輔 b羞碁 野量膨 醜 fぎ碁藝W琥『 鼈 澱奢朧 こ観 ッシュフロョこょる本体への寄与を勘案ヒЮ鳩%以Jま存線 未湖ま清算



57.東電物流株式1会社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容

人員構成

所 在 地   0東 京都港区

設立年月日 O S52.7

売上

営業利益

純資産

ROA

わ
淑
脚
韓鮮

機材‐
醸
鱗

事務局案

〒旨雲生薫で■■■■

その他比率

分類   ・ 子会社

ー■零替19関ゃ21、 有圃椰語t貫、I譲辮翼雪宏淵 ηまま普菫薄た電界8勝傷鼎 軍鷺12ワま斉積12督島t臨 髪Ъぞ覧翠ξ響翻

1言:量聾警涯爾藤鐵爾彊鯉了蔚傷:轍縣靭穏驚r電
=槻=L罰

磁II[:こ続、未脚ま源 61



58.東電不動産株式会社の概要と峻別の方向性

概 峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

事務局案

所在地 ・ 東京都中央区

設立年月日 ・ s30.4

売上

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
出資比率

その他比率

分 類    ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M8tA実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

・ 国内電気事業

り

　

　

　

し

有
　
　
　
無
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59。 東電フュエル株式会社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

東電案

人員構成

事務局案

所在地

設立年月日 O S30.3

売上

営業利益

東電グループ
出資比率

その他比率

分類   ・ 子会社

l鷲暑書麓謬 根でき、岬 Б趨爾攀場錠導葬ご『器1「蠣轟澪腎129棚
鷺督島亀暑胤 尉Ъ屏鷺翠ξ害轟 じと分類

成長t4有 りと分類                        …_

国内電気事業 (発送配

―燃料の供給・輸送事業(有価証券報告書上)

純資産

ROA

i曇 言言[甑 曰 融 瀧 働 鋏 量FT奮[評瀬
醜
『 曇密臨 澱書避[‖麿翌糧観 ッナ ーによる本体への寄与を勘案しm鳩似Jま存緑未洲ま瀞



60。 株式会社東電ホームサービスの概要と峻別の方向性

概

業務内容 東電案

人員構成

事務局
:案

所在地

設立年月日 ・ S57.9

峻別の方向性

売上

・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1と

■■■
―設備の建設・保守事業(有価証券報告書上)

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
出資比率

その他比率

分類

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M`い実績が有る(5年で5件以上)場 合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

・ 子会社
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61。 東電ユークエスト株式会社の概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

事務局案

所在地
情報ソフトロサービス事業(有価証券報告書上)

設立年月日 O H15.10

売上

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
出資比率

その他比率

分 類    ° 子会社

:]量]言翼騰覇壽議桑J量暦稲ず翻 」F野儡 織乳職璧督島亀野酬観ミЪ写覧翠ξ響認しと分類
・́   ― rヽ  ‐ 士 +“ ‐ 聾 llL^‐ 鮮 吟 電 健 さ■ ,゙゛ ′,  _1_■ ふ 太 伏 へ の 容 与 を 動 室 l´ ヽROA3Ъ 以 上 は 存

峻別の方向性

電
気
事
業

（発

‐送
理
電
）

ど
の
関
わ
リ

代替可能性

i量曇量哲書濃蔚鯰輛凛商圧岳桑L孝翼Fご奮雇f7濃 0%挙まこ罷ξ諧講艦 備醒留准観ッショーによる本体への寄与を勘案し、ROA3Ъ以上は存続、未満は清算
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62。 東電用地株式会社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

事務局案

所在地 ・ 東京都荒川区
・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1と

1■■■

設立年月日 O H20.10

売上

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
出資比率

その他比率

分類  °子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50ヽ以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M〔強実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

一不動産事業(有価証券報告書上)
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63.東電ライフサポート株式会社の概要と峻別の方向性

概 要 峻別の方向性

業務内容

人員構成

事務局案 |

所在地

設立年月日 O H12.10
―サ7ビス(有価証券報告書上)

売上

営業利益

東電グルァプ
出資比率

その他比率

分類   °子会社

,電欝 業との関わ明よJ理型 委キ玉夏啓停受響甲響覧蟄ち麟 懺 難 た電婁繁2織辮 濡 騨 詢 里客魏 葛
いるものな原則、関わり有りと頒

寡占状況にあるものを、代替可能性無

国内電気事業(発送配電)とめ関わり1と

選
旗
鍵
犠
電）

純資産

ROA
代替可能性

1言:3言                              ][譜
誘
まこi           銅

工を苫ある二占状況にあるものを、代替可能性無しと分類

難時の対処は、収益性・キヤツシヨ  ーによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算
67



64。 東電リース株式会社の概要と峻別の方向性

概

業務内容 東電案

人員構成

事務局案

所在地

設立年月日 ・ s32.6

売上

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
出資比率

その他比率

分類

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M&A実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

要 峻別の方向性

―燃料の供給・輸送事業(有価証

。 子会社
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65.常磐共同火力株式会社の概要と峻別の方向性

概 要 峻別の方向性

業務内容

人員構成

事務局案

所在地 ・ 東京都千代田区

設立年月日 O S30.12

売上 ・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1た
■■

―電気の卸供給事業(有価証券報告書上)

営業利益

純資産
電
気
事
業
（発
送
配
電
）

と
の
関
わ
り

ROA

東電グ
生栗

プ

その他比率

分類   ・ 関連会社

1電気事業との関わりは、有Ⅲ証券報告書キて.』撃障

…

J督料の供給・輸送」、「資機材の供給
苺畦摯去麿暫V準理露慾

IF雀
雷ふ11い

るものを、原則、関わり有りと分類

=占
状況にあるものを、代替可能性無

代替可能性

|:3量]                           ∫量]ittl誕
戻藍″嚢幾

百死薄荘秘ギ蕩ジ多 :工政■を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
)を、利益成長性有りと分類

′ 度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キヤッシヨ ーによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以上は存続、未満は清算 69



66.南双サービス株式会社の概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

所在地

設立年月日 ・ s54.8

売上

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
出資比率

その他比率

分類

峻別の方向性

事務局案

。 国内電気事業 (発送配電)との関わり1):―

―燃料の供給口輸送事業(有価証券

:曇量言需星雀111l         J景 鶉 脳 骰
騎 鏃 搬里督島亀簑臨 尉Ъヲ覧導堤ぎ畠従異しと分類

F曇 埼 鷲 視 .ぶ _́句 日 _1二 ■ス 十 巖
^^穴

二 ふ 動 堂 I R∩ An%じ 1卜 lt存 |

電
気
事
業
（発
送
配
電
）

と
の
関
わ
り

。 子会社

l具野厠震羅撃鶏」案経鶏我『馨め1「畠鷹F£I版尊勇震〔t(1猫
Ⅳrr揃議鵜ぁ繰撮3■樵fご裏ッシコLフロ~による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算



67.日 本デジタル配信株式会社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容 東電案■|

人員構成

事務局案

所在地

設立年月日 O H12.4 ―情報ソフト・サービス事業(有価証券報告書上)

売上

営業利益

純資産

ROA

東電グルァプ
出資比率

その他比率

分類   ・ 関連会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送J、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類

2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シエア50ヽ以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類

3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り声′ かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M`強実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却  度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キヤッシニ  ーによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

1代替可能性 |
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68。 日本原子力防 システム株式会社の概要と峻別の方向性

概

業務内容

人員構成

事務局案

峻別の方向性

所在地 ・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1た

口■■■

―設備の建設・保守事業(有価証券報告書上)

設立年月日 ・ s52.7

売上

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
出資比率

その他比率

分類   ・ 関連会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類

2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シエア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類

3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シエアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類

4売却難易度は、業界M8tA実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算
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69.日 本原子力発電株式会社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内1容
|フ露雫輩

=|||

・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1と_―

人員構成

所在地 ・ 東京都千代田区

設立年月1日 ・ s32.11

売上

営業利益

藤

は確

ｔ純資産

ROA 有り   無し
■代吾可能性抒

東電グル■プ
1出資比率|‐

その他比率

分 類    ・ 関連会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給。輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類

2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無じと分類

3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り言′ かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M&A実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却  度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キヤッシ=  ―による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

―電気事業(有価証券報告書上)
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70.日 本原燃株式会社の概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

峻別の方向性

1幕戸案

事務局案'

所在地 ・ 青森県上北郡六ヶ所村

設立年月日 ・ S55.3
―燃料の供給,輸送事業(有価証券報告書上)

売上

営業利益

純資産

東電グループ
‐出資比率

その他比率

分類   ・ 関連会社

1震暑寄重樫型電嶼響な♂難鼻お雷秘轟細淵畔霧露去l曇   剛 宝雀奮潟儡 肌ξ覧導ξ薯鱒じと分類

・ 国内電気事業(発送配電)との関わり1と

，電‐‐気諄は降癖膵観電
）

代替可能性

in雷蜃[尚也繭誦醐罐籠11言鶴醜評毛募P挙理昴轟獄妻鰤 観ッヵ.フローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算 74



71。 日本自然エネルギー株式会社の概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

所在地

峻別の方向性

・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1):

―エネルギーロ環境ソリューシヨン業務(有価証券報告書より)

設立年月日 ・ H12.11

売上

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
出資比率

その他比率

分類

1電気事業との間わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類

2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証c代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無じと分類

&今後の利益成長性は、市場の
宗瓢 :製 T晨1潔 1霧 暑

声′ かつ シ`エアハ 0%以上のものを、利益成長性有りと分類
l  度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性。キヤッシ=  ―による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

4売却難易度は、業界M&A実績′

代替可能性

・ 子会社
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72。 日本ファシリティ・ソリューション株式会社の概要と峻別の方向性

概 峻別の方向性

業務内容

人員構成

事務局案

・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1と

設立年月日 ・ H12.12 ―エネルギー・環境ソリューシヨン事業(有価証券報告書上)

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
出資比率

その他比率

分類   ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給。輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類

2.代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類

3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%より高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4`売却難易度は、業界M&A実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キヤッシユフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

所在地

電
ま
諄
は
降種
犠
ｔ

代替可能性



73。 日本ユーティリティサブウェイ株式会社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容

人員構成

所在地

事務局案

―サービス(有価証券報告書上)
設立年月日 ・ s61.1

売上

営業利益

純資産

ROA

電
気
事
業
（発
送
配
電
）

と
の
関
わ
り

東電グループ
出資比率

その他比率

分類

●電気事業との関わりは、有価証券報告款上蕊」君鵬霧霧謝ガ欝鰐易籠種が雪鬱早8お禽熟 甲輩ν聾鷲営叡:2奮識募雹家讐躍覗尉お思1僣紫往桑し粉類
:彗夏]騒 躍 器 :ギ熙″瞬諄『 繁日本の,PR球長r■"笹歩 彎 ?、

シエアハ 0嘲上のものを、続 鮮 吟裂 1祖 、_ J_ト ス轟 ヘハ摯 獅 自 p∩

“
%日 H諄

代替可能性

・ 関連会社

オ異昴聾現穫懲「翼業補よ築巌ぶ暑
=Jξ

tttW『1蕩屠こI需∫
｀
性1二t(1芥猿

・~‐
r■諦菌覇ぉ灯懸丁i破蓋任l年■ッシI ―による本体への寄与を勘案し、ROA3%以上は存続、未満は清算



74。 バイオ燃料株式会社の概要と峻別の方向性

概 峻別の方向性

業務内容

人員構成

事務局案

所在地 0国内電気事業 (発送配電)との関わり1た

設立年月日 ・ H17.3
―エネルギーロ環境ソリューション事業(有価証券報告書上)

売上

営業利益

純資産

その他比率

分類   °子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3_今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M“実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

プ

電グ′レ一時
東



75.ハウスプラス確認検査株式会社の概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

事務局案

峻別の方向性

所在地 0国内電気事業 (発送配電)との関わり1た

―サービス(有価証券報告書上)

設立年月日 O Hll.11

売上

営業利益

純資産

ROA

東電グルニプ
1出資比率:

その他比率

分類

l震 :ξ零黎鍵毬∵ま課醜藻難あ≦魏銭馨覺螂響節鮮ぼf撃繕婚環職艘 鴨微鷺督魂彗期 亀駅Ьll岬せ橿尋ギ醐 じと分」頭
}尋性 右 ιjル /7■N麺

■1飛替可能性嘉ナ

0 関連会社

i量贔 襲 極≦翼 葱 懃 藉 齋
あ 郡 藤 話 1硯 I玩きく かつ、シエア油

"る
以上のものを、稿 藤 麟 りと頒

有ヾる(5年 で5件以上)場合に、売却  度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キヤッシエ  ーによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算
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76.ハウスプラス住宅保証株式会社の概要と峻別の方向性

概

業務内容 東電案

人員構成

事務局案

所在地

峻別の方向性

・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1た

設立年月日 O H20.2

売上

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
1出奪螂率

その他比率

分類   ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%より高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M81A実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5.売却困難時の対処は、収益性・キャッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

ｔｉと…事は騰魔薩綱一一

―サービス(有価証券報告書上)

代替可能性



77e羽田太陽光発電株式会社の概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

峻別の方向性

事務局案

所在地

設立年月日 ・ H20.9

―エネルギー・環境ソリューシヨン事業(有価証券報告書上)

売上

営業利益

東電グルァプ
出資比率

その他比率

分類   ・ 子会社

よ景:暑言露帽名』習電‖スでき、観議鶴甦Б」Mも セJl像:[『
1世絆i籠 1:‖lr黎銭塑醜t報

誤鴨概鷺雪識警鵡 騎藻 裏麓翼じとゲ日頴
|二橿 着 し|ル

^整

・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1と

ROA

:量暑ド書[輔闊鷲F真蕊鬱驚
「

イ奮な評It'1」
醜塩臨 ]指貯fi51iflまi鷺ッシ ーによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算
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78。 株式会社原宿の社守の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

事務局案

所在地 。国内電気事業 (発送配電)との関わり1た

設立年月日

売上

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
出資比率

その他比率

分類 ・ 関連会社

1電気事業との関わり1ま 、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界Mで強実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算 82

―不動産事業(有価証券報告書上)



79。 日立熱エネルギー株式会社の概要と峻別の方向性

概 峻別の方向性

業務内容 馨

'

人1員構成

事務肩案||

所在地

設立年月日 ・ s63.3

売上
。 国内電気事業 (発送配電)との関わり1た

一エネルギー・環境ソリューション業務(有価証券報告書より)

営業利益

純資産

東電グル■プ
出資比率

その他比率

分 類    ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証.代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50ヽ以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高で、かつ、シェアがlo%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M&A実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却  度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシ=  ―による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

要

代替可能性
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80。 株式会社ファミリーネットジャパンの概要と峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

事務局案

峻別の方向性

国内電気事業 (発送配電)との関わり1た

所在地

設立年月日 e H12.10

売上

営業利益

■
，気諄は既膚膵観
，電）純資産

ROA

東電グループ
出資比率

その他比率

分類 ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、開わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M&A実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性。キャッシユフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

・ 東京都渋谷区

84



81。 府中熱供給株式会社の概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

事務局案

―エネルギー・環境ソリューシヨン業務(有価証券報告書より)

設立年月日 O Hl,7

売上

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
出資比率

その他比率

分類

!電界壼萎燿Q理ヤリき 1洒醜 競 責t頂J議簾ρf野暫Y象麟
料の供給・輸迦 、噴 機材の供給

;夢壼」謀籠黒呪舅蟷譜設12雪魂
‐ る`ものを、原則、関わtJ● りと分類
,寡 占状況にあるものを、代替可能性無全壼T件碁宙能性 1士 当務市場の卜ヽ〕よ飛馨寄報観鰐証i夢纂雲甦Б檻那ぱ覇難ぷ暑I穫到葬繹澤ラ妻孝誓彊予ξttl比澪萄じ■ラ

`蔽
工を苫ある曇L秩珈おるもあな代替硫麟しと分類

命 二 杜 着 し1ル 谷 麺

1零展あ新基晟農柱ぼ「ギ議ぼ現題毛呆ぢぴ員ド
=集

婆レ:荘IIFぞf奎つ〕フ千ス管09``19盤烈釜詳澤埼ユ性管

峻別の方向性

11韓案

国内電気事業 (発送配

電
気
事
礫
（発
送
観
電
）

代替可能性

・ 子会社

l皇飾〔燿当護騒「鞘議」黎鰐tt哲舅異昇嵐r土¶寡番こ標論「
ゝ
笛虚(を描

lV79ri櫛
菌轟ぉ揃晨1蕗ごギキッシ=

―による本体への寄与を勘案し、ROA3ヽ以上は存続、未満は清算
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82。 株式会社むつ小川原ハビタットの概要と峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

事務局案

所在地

峻別の方向性

・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1た

売上

営業利益

純資産

その他比率

分類  ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが100/。 以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M8tA実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

電気諄は酔癖藤紀一一

―不動産事業(有価証券報告書上)

ROA

東電グループ
出資比率

代替可能性
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83.森ヶ崎エナジーサービス株式会社の概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

事務局
‐
案

所在地

要 峻別の方向性

・ 国内電気事業(発送配電)との関わり1と

――エネルギー・環境ソリューション業務(有価証券報告書より)
設立年月日 O H14.10

売上

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
1出資比率

その他比率

分類   ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送J、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50ヽ以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無じと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M&A実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却  度低い、と分類  5:売却困難時の対処は、収益性・キャッシ=  一による本体への寄与を勘案し、ROA3%以上は存続、未満は清算

電
気
事
業
（発
送
配
電
）

と
の
関
わ
り
．

代替可能性



84。 リサイクル燃料貯蔵株式会社の概要と峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

事務局案

所在地  ・ 青森県むつ市

設立年月日 ・ H17.11 71燃料の供給:輸送事業(有価証券報告書上)

売上

営業利益

ROA

東電グループ
1出資比率

その他比率

分類   ・ 子会社

■電気事業との関わ明よ竜Ⅲ畦 螢 言キTI神申 、響 囃 鯉 滉 望 埜2餐頷i聟産我勇巽嬰,電棚 年ダ醤識 理雹繁躊怪毬厨Ь辮 皇往禦

・ 国内電気事業〈発送配電)との関わり1た

よ霜暑尋寵起製彊嶼軍証
                          

『お::夕勇衰打樋予薯聾諭曽唇著豪塁錢曇
工を言ある曇L秩税だあれあを1だ替苛能性無しと分類

1難時の対処は、収益性・キヤッシユフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以上は存続、未満は清算l皇鰭鍵勢警晉翫 駅羹経1

要概 峻別の方向性

‐‐■‐‐気虜確藤獅雅一一・）
代替可能性



85。 株式会社リビタの概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

峻別の方向性

1事務局案I

所在地 。 東京都渋谷区

設立年月日 ・ H175

売上

営業利益

純資産

東電グループ
1出資LL率・

その他比率

分 類    ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価理券響篭書キで、I譲 ,つ中 11ま料の供給・輸送J、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類

^=,い =雪 二
“

,‐ ‐ ‐ 士 理
^L_.→

う

'■

7奮 操 ゛′,マ Rnt':卜 ふ ム ハ ス
=ム

般 婦 |=ふ ス キ1の キ _代 替 可 能 性 無

l震暑吾麓躙 根響龍躙馨難あぶ躍群鞄暉鐸哩薦鐸 黎儡 孵兄早糊 質警魂簑鰊 尉Ъぞ質写ξ寄罷纏礁じと分類
:二柱 去 Llル

^麺1琴展あ新猛晟負種選F議郭謳 轟黙ぢ|ユ,晟纂碁瓦夏百ぞ:｀至つジ千ス管観摯七?聟漁烈妻詰暑吟製造

`翌

電気諄は降薦藤観一）

l臭纏 禁 覆「 磐茸稀」 翼器 磐なこ酬 熾 こ1発F瑞 蔵 (1猫
lV/9ζ

柿 菌鶴 お揃 Iち島面yギキッシ= Hこ ょる本体への寄与を勘案し、ROA■以上は存続、未満は清算 89



概要と峻別の方向性



87.エルエヌジーロマリン・トランスポート株式会社の概要と峻別の方向性

要概 峻別の方向性

業務内容

人員構成

所在地

事務局1案

a 国内電気事業 (発送配電)との関わり1た

設立年月日 ・

売上

営業利益

純資産

ROA

電
気
事
業
（発
送
配
電
）

と
の
関
わ
り

東電グループ
‐出1資比率

その他比率

分類   °子会社

lミ [『尋言,iff:|キ響な観醸藻難あ翻JIttJ71J111」欝鶴 翼11‖l『黎錨鱚壺t隔
誤鴨報鷺奮醜駿期 亀尉Ъ曇催誅想しと男胃頭

十 三 社 告 Liル ハ 猛

H16.10 ―燃料の供給口輸送事業(有価証券報告書上)

i量]量暫書ほ    真醐三魂蓋Fど否菖評i'こ『醗♂蹴轟3鷲肝螂准観ッシ
=

―による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算
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88。 国際原子力開発株式会社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

事務局案

所在地
・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1た

■■■■

海外事業(有価証券報告書上)

設立年月日 O H22.10

売上

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
出資比率

その他比率

分類   ・ 関連会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%より高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界Mでい実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

92



89。 SAP―Japan株式会社の概要と峻別の方向性

要 峻別の方向性

業務内容

人員構成

事務局寒

所在地

設立年月日 ・ H20.12

売上 ―燃料の供給口輸送事業(有価証券報告書上)

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
出‐資比率

その他比率

分類   ・ 関連会社

:鷺薫翌1慣をき、課慧欝難あ謂脇剛配メ欝暇 籠亀:撃r雖鍔職曇級鴨職宝蟹醜套臨 騎盟驚留麓襦

一一諄は験癖藤鴛一）

0国内電気事業 (発送配電)との関わり1と

代替可能性

罐嚢:      鸞]『囃鰤朧脚デ苫雪職税 菖
彗可能性無じと分類

′、ROA3%以 上は存続、未満は清算難時の対処は、収益性。キヤッシ
=
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90。 シグナス・エルエヌジーロシッピング社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

事務局案

所在地 . .ri/\?

設立年月日 ・ H17.11

売上

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
出資比率

その他比率

分類

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給。輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M81A実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キヤッシ■フ甲一による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

要

・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1た

―燃料の供給口輸送事業(有価証券報告書上)

・ 子会社

94



91。 ジャパンロウラニウム・マネジメント社の概要と峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

書肇
「

案

所在地

設立年月日 O H21.1
一――一――     ―燃料の供給・輸送事業(有価証券報告書上)

売上

営業利益

純資産

ROA

出資比率

その他比率

分類

よ震覇麒 槽ょ            11‖ :ヨ黎儡 駆 鴨徴露督醜套胤 騎Ъ暑瑠 縫篠じと頒
畿 三 社 着 LIル ハ 類

:3及あ馬装晟農桂ぼ:帯葛あ纂む百過 ボあ百,ド
晟裏轟 lЙ二軌盲こ

~Iセ

)フモ費電
iO%以上のものを、利益成長性有りと分類

鱈   E tt ln田 ●●¨ ハ 諄 mi十 d磁 性 .土キ

峻別の方向性

東電グループ

（発
送
凛

‐■
）

代書可能性[

・ 関連会社

l皇織禁饉]輪濯鮮駁:螺朧 111発

『

くЁ融(1ム爆ぎ
°%ri鵠鵠謬難ぼ秘こ得ッシ=

―による本体への寄与を勘案し、ROA3%以上は存続、未満は清算
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92。 セルト株式会社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容

人員構成

事務局案

所在地

設立年月日 ・ H18.1

売上

営業利益

純資産

東電グループ
出資比率

その他比率

分類  ・ 関連会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M8tA実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性「キヤッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

要

一課
躍
曜
還

(発送配電)との

燃料の供給・輸送事業(有価証券報告書上)



93。 テプコ・インターナショナル社の概要と峻別の方向性

概

業務内容

人員構成

動 率

所在地 ・ オランダ

設立年月日 ・ Hll.7

売上

―海外事業(有価証券報告書上)

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
1出 資比率

その他比率

分類 有り   無し
代`替可能性

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給。輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの開わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無じと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M&A実績が有る(5年 で5件 以上)場合に、売却

・ 度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシ=  一による本体への寄与を勘案し、ROA3%以上は存続、未満は清算

・ 国内電気事業 (発送配電)との開わり1た

要 峻別の方向性

塵

鍵

堰
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94。 テプコ・ォーストラリア社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

務 局案

所在地
―燃料の供給・輸送事業(有価証券報告書上)

設立年月日 ・ H15.3

売上

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
出資比率

その他比率

分類 ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給。輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%より高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M`強実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5.売却困難時の対処は、収益性。キヤッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上イま存続、未満は清算

電
‐気諄蝶騰輝藤‘‘配電）

・ オーストラリア

代替可能性

98



95。 テプコロダーウィン・エルエヌジー社の概要と峻別の方向性

概 峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

事務議籍

所在地
燃料の供給・輸送事業(有価証券報告書上)

設立年月日 ・ H15.3

:燿

売上
11,lt

藻

営1業利益 7曇

純資産
罐

東電グルァプ
出‐資比率

その他比率

分類  ・ 子会社

1_電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給。輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、閉わり有りと分類

2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類

3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高て、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類

4売却難易度は、業界M8tA実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却  度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシ= '―による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

要

・ オーストラリア

代替可能性



96.丁EPCOトレーディング株式会社の概要と峻別の方向性

概 峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

事務局案

所在地  ・ 東京都

設立年月日 ・ H18.1

燃料の供給・輸送事業(有価証券報告書上)

売上

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
出資比率

その他比率

分類

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類

3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M&A実績が有る(5年 で5件以上)場 合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キヤッシュフローによる本体全の寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算   10°

・ 子会社



97.テプコ・ニュークリアエナジー・アメリカ社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容

人員構成

所在地

事務局案

設立年月日

売上

営業利益

純資産

ROA

，電気諄は降膚経一
‐‐‐電）

東電グループ
出資比率

その他比率

分類

―海外事業 (有価証券報告書上 )

:代替可能性

・ 子会社

l震蒻報観鰐龍翻鋼聾華Б謂脇剛配」鮒鶴 龍種ぎ雪鬱需8編 澪腎32ワ発概宝雀
類され‐`るものを、原則、関わり有りと分類
占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類

l臭彗鍵贅穫犠鷲鶏駅興程擦薯爛製ιT胆暫彗晟 当戸
く`かつ`シエアハ0%以上のものを、利益成長性有り粉類

度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性。キヤツシ=  ―による本体への寄与を勘案し、ROA3)以上は存続、未満は清算
101



98。 テプコ・リソーシズ社の概要と峻別の方向性

人員構成

所在地  ・ カナダ

設立年月日 ・ H9.4

売上

営業利益

純資産

東電グループ
出資比率

その他比率

分類   ・ 子会社

要概 峻別の方向性

東電案

・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1と ■■■■

―燃料の供給・輸送事業(有価証券報告書上)

事務局案

電
気
事
業
（発
送
配
電
）

代替可能性

■電気事業との関わ明ま、有価証券報告書上で、職備の鍛階
L「鮮T島鸞維た・富弊2騎禽臨 に設ワ蛾遅2督蕊億鼈 層製ヽど嘗襲易ぎ畠雀暴し粉類

2.代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合の

1皇製薬犠]靴濯鮮鰍冒製暇壁藻 1等鮒 _フローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算
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99。 東京ティモール 0シー・リソーシズ(米 )社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容 東電案,

人員構成

事務局案

一 一 一 一

一
―

―

―

―

一 一

―

一 一

― ―
一

一 一 一 ― 一 一 ― 一

―

一 一 ―

―

   。

国 内 電 気 事 業
(発

送 配 電

)と

の
関 わ り

1た

所在地  。 米国                     ~~~~~ 
―   ′     

――一一一一      ― 燃料の供給・輸送事業 (有価証券報告書上 )

設立年月日 ・ H3.11

売上

営業利益

純資産

東電グループ
出資比率

その他比率

電
気
事
業
（発
送
配
電
）

時中̈
螂

分 類    ・ 子会社

蜀鞣2薔轟懇夕言
「

』『琵馨」f難写難馨鷲ず舌:曇琢越重鸞菫m、未測ま瀬Ю3

代替可能性



100。 東京ティモールロシー・リソーシズ(豪 )社の概要と峻別の方向性

概 峻別の方向性

業務内容

人員構成

事務局案

所在地
燃料の供給口輸送事業(有価証券報告書上)

設立年月日 ・ s45.1

売上

営業利益

純資産
有り   無し
:代替可能性

東電グループ
出資比率

その他比率

分類

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M&A実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満1ま清算

要

電
気
事
業
（発
送
配
電
）

と
の
関
わ
リ

・ オーストラリア

子会社
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101。 トランスオーシヤンロエルエヌジー輸送株式会社の概要と峻別の方向性

要概
峻別の方向性

業務内容

人員構成

事務局:警

所在地

設立年月日 ・ H14.12

売上

営業利益

純資産

琴冨塞生薫プ

その他比率

分類   ・ 子会社

-●電気事業との関わ明す、包
"岬

キIL[諄備fF警雷萱蒙J麿」qJ旨彗麓灘さ電謗繁g傍禽夢壼ユニ鯛凛冤舅嗜諸設宝客奮醜曇19螺贈驚[聞Ьξ鷺導劣ギ皇縫駕

東電案

■
諄鱗
罐
理
一

国内電気事

―燃料の供給・輸送事業(有価証券報告書上)

代替可能性

罐31難鯉爾轟爾摯竃肥誓駆i   芳苫雪ill11111111lξll1111lm、赫算105



102。 パシフイック・ホープロシツピング社の概要と峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

所在地

設立年月日

売上

純資産

ROA

峻別の方向性

幕憂塞生薫
プ

その他比率

分 類    ・ 関連会社

1霜暑書牽樫型電毬空な♂ 纂 輩 蟄 鍔 琴J愕 糊 ξぼ『 fiffrl橘罰羹ま忌]鳥
ワ
惨

鷺督識碁讐寡揚礎監[閲お躙 皐往惧じと分類
ヒ長性有りと分類       _ … ___工 “'一・ ―̂……,…工士

事務局案

l国内電郷事業 (発送配弔)との関わり1と

―燃料の供給`輸送事業(有価証券報告書上)

H17.8

i奎暑量言言[   含暑酔量菱着着量彙7量躙 醜 √淵
織

臨 臨 識奢脚 紅観 ッシュフロー る本体への寄与を勘寒ヒЮ側 Jま存緑 未淵ま浦



103。 パシフィック・エルエヌジー0シッピング社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容 東電案|

人員構成

事務局案

所在地

設立年月日 O H12.12
・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1た

J■■■

燃料の供給・輸送事業(有価証券報告書上)

売上

営業利益

純資産

東電グループ
1出資比率

その他比率

分 類    ・ 子会社

1_電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証c代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50ヽ 以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアがlo%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M臥実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却

′ 度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシ=  一による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

. /l/\?
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104。 パシフイックロエルエヌジー輸送株式会社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

所在地

設立年月日 O H13.4

売上

営業利益

純資産

ROA

東電グループ
出資比率

その他比率

要概

時中̈
榊

分類  °子会社

]     麟:箆蟄蓬都零靡i身;鸞曇厄ull鸞謹m、未湖請算

事務局案

―燃料の供給・輸送事業(有価証券報告書上)

108



105.パシフイックロユーラス・シッピング社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容 東電界

人員構成

事務局案

所在地 . /t/\?
設立年月日 O H14.2

― 燃料の供給・輸送事業 (有価証券報告書上 )

売上

営業利益

純資産

ROA

東電グリレァプ
1出資比率

その他比率

分 類    ° 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類

2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証.代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50ヽ以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類

&今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長鋼 4%よ
評 堤 な こ1孫鴬ピ弩 協 議 腑 歴 鶴 鷺 ッシ=¬ こょる林 への講 勧 案し、ROA銀上は諭 、締 麟 算4売却難易度は、業界M&A実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却

概

電気諄は酔癖藤観■）
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106。 株式会社ユーラスエナジーホールデイングスの概要と峻別の方向性

峻別の方向性

東電案

人員構成

事務局案

所在地 ・ 東京都

設立年月日 。 H13.11

売上
―海外事業(有価証券報告書上)

営業利益

純資産

東電グループ
出資LL率

その他LL率

分 類    ・ 子会社

l麗暑毒寵起1翌町翼塁ミ             悸島∫『     『1諺2ワ崎微宝客雪蔵電鼈 厨Ъ思1僣義篠じと分類
)二杜 着 ιlル ハ 縮

電気諄は胎膚経観一一

国内電気事業 (発送配電)との関わり1と

代替可能性

i量曇量雷言[鬱磋欲霧慕i灘謹鷲馳否をj7ittl『Ⅲ♂臨臨激彗礎濫 観ッショ.フローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算
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107。 アイティーエム・インベストメント社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容

人員構成

事務局案

所在地 ・  UAE ・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1と
1■■

設立年月日 0-

売上

営業利益

投資額
有り  無し
代替可能性

■社
出資比率

その他
出資者

分 類    ・ 関連会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類

2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証.代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類

3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シエアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M&A実績が有る(5年で5件以上)場 合に、売却  度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシ=  ―による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算   111

―海外事業(有価証券報告書上)



108。 アイティーエム・オーアンドエム社の概要と峻別の方向性

業務内容

人員構成

事務局案

峻別の方向性

所在地 ・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1と
ロ

設立年月日

営業利益

電気諄は驚廃嵯鰹爆） 有り  無し

代替可能性

TI社

出資比率

他
者

の
資

そ
出

分 類    ・ 関連会社

I電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、曜 備の建設保詢 、晴牌斗の供給・輸出 、喰 機材g勝
ち 鼎 鞣 ワ発微 里客

類されているものを、原則、関わり有り粉 類

:占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場

3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シエアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類

4売却難易度は、業界M&A実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キヤッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以上は存続、未満は清算

―海外事業 (有価証券報告書上 )
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109.キャピタル・インドネシアロパワー |・ シーブイ社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容

人員構成

専竜1琴|

所在地 ・ 国内電気事業|(発送配電)との関わり1た
■■■

設立年月日

売上

営業利益

投資額

TI社■
出資比率

その他
出資者

分 類    ・ 子会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類

2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証.代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50ヽ 以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無じと分類

3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高
`、

かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M&A実績が有る(5年 で5件以上)場 合に、売却  度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性。キヤッシニ  ーによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

■■諄鮮胎膚膵観一）

―海外事業|(有価証券報告書上)

代善可能性|
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110.グレートロエナジー・アライアンス社の概要と峻別の方向性

概 峻別の方向性

業務内容

人員構成

所在地 ・ オーストラリア

東電案

設立年月日 ・ H16.4

売上

営業利益

投資額

ROA

TI社
出‐資比率

分類  ・ 関連会社

他
者

の
資

そ
出

事務局
.案

:

=面
丙竃百薫棄て顧獲顧動との関わり1た■■■■
―海外事業(有価証券報告書上)

代替可能性

l震暑需羹樫型電楓をま1輛馨 議お雷鷲l珀翻 珀 憚 霧 露膚擬 饗 轟 量 綴
p麟識肇酬発尉お暫覧翠ξ薯鱒 しと分類

l鏑皐現護犠]輪腫経察鍮『製問生誂 i等署 l難時の対処は、収益性・キヤッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算
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111。 シピーロジーピー社の概要と峻別の方向性

概 峻別の方向性

業務内容

人員構成

事務局案.

所在地 0国内電気事業 (発送配電)との関わり1と

設立年月日 ・ H22.3

売上

・営業利益

投資額

分類

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類

2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50ヽ以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類

3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類

4売却難易度は、業界M8tA実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却
′ 度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キヤッシ=  一による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算   115

要

他
者

の
資

そ
出

―海外事業(有価証券報告書上)

代替可能性

・ 子会社



112.スターバックパワー社の概要と峻別の方向性

概

業務内容

人員構成

所在地

設立年月日 ・ H18.8

売上

営業利益

投資額

■社
出資比率

その他
出資者

分 類    ・ 関連会社

要 峻別の方向性

事務局案

・ 国
F層塀理霧](Jモ

送配:冒ヨ)との関
Fり

1)1理

t電気事業との関わ明ま、有岨 椰 鵠 上で、曜 備罐 課 詢 、燃 料の難 ・輸迦 、喰 機材の齢
魔 漂 屍 設 嚇 檄 鷺 奮識 墓 鴇 7亀厨 お騨 僣 維 観 じ粉 類

2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトッ1

3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率1.4%よ り高く、かつ、シエアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類

4売却難易度は、業界M81A実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算   116

代替可能性



113.タス・フォレスト・ホールディングス社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容

人員構成

事務局案

所在地

設立年月日 O H12.2

―エネルギーロ環境ソリューション(有価証券報告書上)

売上

営業利益

投資額

TI社

出資比率

・ 関連会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの開わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50ヽ以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M`強実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却

′ 度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシ=  ―による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算   117

要概

理一と‐‐事鮮鴨鷲短
‐‐‐電一

代替可能性

その他
出資者

分類



114.テイームエナジー社の概要と峻別の方向性

概 峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

事務局案

所在地 ・ フィリピン ・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1た

設立年月日 O H19.6

売上
，電薇諄は胎膚彊一燿ャ

営業利益

投資額

ROA

■社
出資比率

その他
出資者

分 類    ・ 関連会社

―海外事業(有価証券報告書上)

代替可能性

t電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、曜 備の建設保守」、「燃料の供給・輸送ム「資機材g勝
ち ザ群」メ澪界ス舅暗減り呈客

類されているものを、原則、関わり有りと分類

2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場              :占 める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類

l臭織禁懸]靴灌鮮鍮:騨朧 だ準肇編
ぐかつ`シエアハ0嘲上のものを、続藤麟りと分類

難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性。キヤッシユフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算
118



115.テイーエムエナジーロオーストラリア社の概要と峻別の方向性

概 峻別の方向性

業務内容

人員構成

事務局案|

所在地 ・ オーストラリア

設立年月日 ・ H14.8

売上

営業利益

投資額

ROA

■社
出資比率

分類  ・ 子会社

♯●2亦霧覇罐鷲野嘗『習影     f雪li    il]}lm、未湖お諄 ・9

要

電気諄は胎確悟一‐‐‐電一

時中̈
榊

他
者

の
資

そ
出

(発送配電)との

―海外事業 (有価証券報告書上 )

代替可能性



116.テプコ・インターナショナル・パイトン l社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

人員1構成

事務局
‐
案

所在地  ・ ォランダ

設立年月日 ・ H223

売上

営業利益

投資額

ROA

TI社
出資比率

・ 子会社

要概

有り  無し
代替可能性

御略一頌1.電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類

2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50%以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類

3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高く、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類

4売却難易度は、業界M&A実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却難易度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性。キヤッシュフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以上は存続、未満は清算

―海外事業(有価証券報告書上)



117。 テプコ・インターナショナル・パイトン H社の概要と峻別の方向性

概 要 峻別の方向性

業務内容

人員‐構成

1事務局集

所在地 ・ 国内電気事業 (発送配電)との関わり1た

設立年月日 ・ H22.3

売上

営業利益

投資額
有り  無し
■代替可能性|

率硫凱
●
出

その他
出資者

分 類    ° 子会社

―海外事業 (有価証券報告書上 )

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給Jに分類されているものを、原則、関わり有りと分類

2_代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50ヽ以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無じと分類

3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高ζ、かつ、シエアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類

4売却難易度は、業界M&A実績が有る(5年で5件以上)場合に、売却  度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キヤッシ=  ―による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算   121



118.テプデイアロジェネレーティング社の概要と峻別の方向性

要概 峻別の方向性

業務内容 東電案|

人員構成

事務局案

所在地

設立年月日

売上

営業利益

投資額

■社
出資比率

分 類    ・ 関連会社

1電気事業との関わり墜、包仰岬 キFヽ』諄障fF寝暫萱梨、麟 q崖薫二型溢た℃菫禁檀燐像理雷鷺撃ξ鷲11ワ鰍枷里2督蔵電墓
いるものを、原則、関わtJ● り粉 類
:占 状況にあるものを、代替可能性無

:国内電気事業 (発送配電)との関わり1):

硼
鯖

そ
出

二海外事業(有価証券報告書上)

代替可能性

|::3量言                               尋ξ
虚::肇

曇i曇を[jIItl暑意[看彗I上

を苫ある曇占状況にあるものを、代替可能性無しと分類

難時の対処は、収益性・キャッシユフローによる本体への寄与を勘案し、ROA3%以上は存続、未満は清算 122



119。 ロイ・ヤン・マーケティング・ホールディングス社の概要と峻別の方向性

峻別の方向性

業務内容 東電案

人員構成

警登局界

所在地

設立年月日 ・ H16.4

売上

営業利益

投資額

その他
出資者

分類  ・ 関連会社

1電気事業との関わりは、有価証券報告書上で、「設備の建設保守」、「燃料の供給・輸送」、「資機材の供給・輸送」、「電気の卸供給」に分類されているものを、原則、関わり有りと分類
2代替可能性については、国内電気事業へとの関わりがある場合のみ検証。代替可能性は、当該市場のトップ3社で市場シェア50ヽ 以上を占める寡占状況にあるものを、代替可能性無しと分類
3今後の利益成長性は、市場の伸びが日本のGDP成長率14%よ り高て、かつ、シェアが10%以上のものを、利益成長性有りと分類
4売却難易度は、業界M`強実績が有る(5年 で5件以上)場合に、売却  度低い、と分類  5売却困難時の対処は、収益性・キャッシ=  ―による本体への寄与を勘案し、ROA3%以 上は存続、未満は清算

要概

電
気
事
業
（発
送
配
電
）

と
の
関
わ
り

■社
出資比率

国内電気事業 (発送配電)との関わり1

海外事業(有価証券報告書上)

代替可能性
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